




 
 

序     文 

 

日本国政府は、インドネシア共和国政府の要請に基づき、同国の治水能力の向上にかかる技術協力

プロジェクトを実施することを決定し、独立行政法人国際協力機構が、本プロジェクトを実施するこ

とになりました。 

当機構はプロジェクトの開始に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 22 年 6 月

28 日から同年 7 月 10 日までの 13 日間にわたり、当機構中曽根士郎地球環境部水資源・防災グルー

プ防災第一課長を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認するとともに、インドネシア共和国政府の意向を聴取し、かつ現地踏査

の結果を踏まえ、本プロジェクトに関する協議議事録に署名しました。 

本報告書は、今回の調査を取り纏めるとともに、引き続き実施を予定しているプロジェクトに資す

るためのものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 22 年 9 月 

 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 

部長 中川 聞夫 
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第1章 調査概要 

1-1 調査の背景、目的 

インドネシア国（以下「イ」国）ジャカルタ首都圏は 2,400 万人の人口を有する大都市圏であるに

も関わらず、治水マスタープランに基づく施設整備の遅れ、無秩序な開発による流域流出の増加によ

り洪水が頻発している。近年では 2002 年、2007 年に大規模な洪水に見舞われており、さらに今後気

候変動に起因する豪雨の増加による洪水被害の拡大が懸念されている。 

一方で、ジャカルタ首都圏では Situ（ため池）の流出抑制施設としての活用が議論されるなど流出

抑制への機運が高まっており、日本の都市河川と同様の総合治水による流域全体におけるソフト・ハ

ード一体となった取り組みの推進が求められており、具体的には、ジャカルタ首都圏流域水害軽減組

織強化プロジェクト（2006～2010 年 JICA 技術協力プロジェクト）では、治水関係機関の河川維持管

理能力の向上や治水関係データ、住民避難のための情報の収集・分析体制の整備とともに流域流出対

策の現状と課題が提示されたところである。しかし、当該プロジェクトの下では、流域流出対策の具

体的方策および流域整備と河川整備との連携・分担に係る能力強化は実施しておらず、今後ジャカル

タ首都圏において流出抑制対策を進める上での課題となっていることから、本案件が要請された。 

このような背景の下、本詳細計画策定調査は、プロジェクトに係る対象国の実施体制等を確認し、

現地調査及び資料収集を行い、本案件の方針や方法を検討すること、さらに、協議議事録（Minutes of 

Meetings：M/M）の署名・交換を通じ、対象国側とプロジェクトの方針を確認することを目的として、

実施された。 

1-2  調査団員構成 

調査は、以下の調査団員によって行われた。 

表 1-1 調査団員構成 

 名 前 担 当 所  属 滞在期間 

1 中曽根 士郎 総括 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ 

防災第一課 課長 
6/30-7/10 

2 馬場 仁志 総合治水 JICA 国際協力専門員 6/30-7/10 

3 小林 千晃 協力企画 
JICA 地球環境部水資源・防災グループ 

防災第一課 職員 
6/29-7/10 

4 松丸 亮 評価分析 有限会社 アイ・アール・エム 6/28-7/10 

 

1-3 調査日程 

調査期間は、2010 年 6 月 28 日（月）～2010 年 7 月 10 日（土）13 日間であった。詳細な日程は、

表 1-2 のとおり。 
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表 1-2 調査工程 
 

 日付 曜日 
中曽根 

（総括） 

馬 場 

（総合治水）

小 林 

（協力企画）

松 丸 

（評価分析）

1 6 月 28 日 月  移動 

（日本－イン

ドネシア） 

2 6 月 29 日 火 

  

移動 

（日本－イン

ドネシア） 

ジャカルタ特

別州（空間計画

局、水資源局）

3 6 月 30 日 水 移動（日本－インドネシア） 公共事業省 人間居住総局 

公共事業省 原井専門家 

世界銀行 

ジャカルタ特別州 空間計画局

4 7 月 1 日 木 JICA 事務所 

公共事業省 植野専門家、原井専門家 

公共事業省 水資源総局（プロジェクト内容、PDM 協議１） 

5 7 月 2 日 金 公共事業省 水資源総局（プロジェクト内容、PDM 協議２） 

公共事業省 空間計画総局 

6 7 月 3 日 土 チリウン川流域現地調査 

7 7 月 4 日 日 チリウン川下流域現地調査、資料整理 

8 7 月 5 日 月 カウンターパートミーティング 

公共事業省 水資源総局（M/M 協議） 

公共事業省 国際協力局 

9 7 月 6 日 火 公共事業省 水資源総局長 

ジャカルタ特別州 空間計画局 

10 7 月 7 日 水 公共事業省 チリウン・チサダネ川流域事務所 

チリウン川下流域視察 

11 7 月 8 日 木 国家防災庁（BNPB） 

国家経済企画庁（BAPPENAS） 

12 7 月 9 日 金 気象・気候・地球・物理庁（BMKG） 

日本大使館 

夜：インドネシア発 

13 7 月 10 日 土 朝：日本着 
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1-4 主要面談者 
 
公共事業省（Ministry of Public Works） 

○水資源総局（Directorate General of Water Resources） 

Dr. Ir. Mochammad Amron Director General of Water Resources 

Mr. Widagdo Former Director of River Lake & Dam 

Dr. Jaya Murni Wargadalam,  Acting Director of River, Lake and Reservoir 

(Director of Swamp and Coast) 

Mr. Tri Bayu Adji Head, Sub-Directorate of Implementation Guidance for 

West Region 

Mr. Yogi Head, Sub-Directorate of Implementation Guidance for 

East Region 

Ir. Bambang Sigit S Care Taker of Project Management Unit, JEDI Project, 

DGWR, PU 

Mr. Hariyono Vtomo Staff o f WILBAR Dir. of River Lake & Dam 

Ms. Sevi Inashi Staff of WILBAR, Dir. of River Lake & Dam 

Mr. Anggun Etika Putriasri Staff of WILBAR, Dir. of River Lake & Dam 

Mr. Permadi Radityo Staff of WILTIM, Dir. of River Lake & Dam 

Ms. Angcia Satrini Kasi Prencanaan Teknis, Dir. of River Lake & Dam 

○水資源総局（チリウン－チサダネ川流域事務所） 

Ir. Pitoyo Subandrio Head of Ciliwng-Cisadane River Basin Office 

Ir. Bastari Chief of Flood Control and River Improvement Project 

Mr. Parno Chief of Implementation Unit 

Mr. Winarto Chief of Division of Implementation Water Resources 

Mr. Djoko Waluyo Chief of Division of Water Use Management 

Ir. Agung Djuhartono, Chief of Lake & Reservoir Section 

Mr. Mansye Nahumry Chief of Administration Services 

Ir. Teguh Triyono Chief of O&M 

Mr. Pujlono Chief of Air Balu 

○空間計画総局（Directorate General of Spatial Planning） 

Mr. Firman Mulia Hutapea Head, Sub-Directorate of Urban and Metropolitan 

Spacial Planning 

Ms. Pilas Staff, Sub-Directorate of Urban and Metropolitan 

Spacial Planning 

原井 真一 JICA 専門家 

○人間居住総局（Directorate General of Human Settlement） 

Mr. Gregorius Eko Djuli Sasongko Head of Sub-Directorate Building 

○国際協力局（Planning and International Cooperation Breau） 

Dr. A Hasanudin Chief of International Cooperation Division 

国家経済企画庁（BAPPENAS） 
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Dr. Donny Azdan Director of Water Resources and Irrigation 

ジャカルタ特別州（DKI Jakarta） 

○水資源局（Dinas Sumber Daya Air, DKI Jakarta） 

Ms. Herning Wahyuningsih Seksi Perencanaan Pengelolaan Sumber Daya Air 

○空間計画局（Dinas Tata Ruang, DKI Jakarta） 

Mr. Yogi Hardudanto Seksi Pengkajian dan Legalisasi Rancangan Ruang 

Kota & Bangunan 

Mr. Izhar Chaidir Head, Section for Micro Landuse Planning 

Mr. Iwan Kurniawan Seksi Perencanaan Pengembangan Ruan Kota and 

Pemugaran 

Mr. Ferdinand Ginting Staff, Micro Spatical Planning Division 

世界銀行（World Bank） 

Dr. Kian Siong Environmental Consultant 

Mr. Risyana Sukarma Water Management and Environment Consultant 

Mr. Arlan Rahman Technical and Institutional Specialist 

日本大使館 

佐渡 周子 二等書記官 

JICA インドネシア事務所 

富谷 喜一 次長 

平岡 香奈子 所員 
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第2章 所感 

2-1  団長所感 

本プロジェクトでは、西ジャワ州を源流とするチリウン川下流域に位置する、ジャカルタ首都圏に

おいて総合的な治水計画を策定し、同計画に基づいて実際にいくつかの施策が実施されることを目的

としている。さらに、将来的には総合治水計画の推進に必要な法制度が整備されるとともに、ジャカ

ルタ首都圏の他地域においても総合治水計画が展開されることを目指している。 

以下に今次調査を通じての若干の所感を述べたい。 

（1）地方政府との連携 

本プロジェクトは河川流域のみならず、流域外地域での土地利用、開発抑制を規定する「空

間計画」（※日本の都市計画に該当）との連携を図ることが不可欠である。 

今次調査では、ジャカルタ特別州をはじめ、西ジャワ州等地方政府の参加を得て関係者間の

意見交換を行ったが、総論としては本プロジェクトの意義と協力に対しても前向きな感触を得

た。 

今後プロジェクトの実施段階では、地方政府の既存計画との整合性など、各論レベルでの軋

轢が生じる可能性があるが、JCC の場ではもとより、関係者間でプロジェクトの目標を共有し、

各機関に求められる役割に基づいて、それぞれのアクションプランが策定されることは勿論、

確実に実践されるよう地道な調整と働きかけが求められる。 

（2）空間計画当局における洪水抑制施策の重要性 

ジャカルタ特別州空間計画当局では未だ制度化されていないものの、知事の許認可により、

民間デベロッパーによる大規模開発における流出抑制施設の設置や、政府・公共施設における

簡易的な保水施設の付与を義務付ける動きがある。 

同特別州では、今後こうした取り組みを制度化していくことが課題であると認識していると

のことであり、本プロジェクトの実施の過程で、こうした地方政府の具体的な取り組みに関す

る情報収集は勿論、総合治水計画の一環として位置づけていく必要がある。 

（3）総合治水理念の啓発・広報の促進 

本プロジェクトは総合治水計画の策定と実施を通じて、ひいては雨水の流出抑制による洪水

軽減を目指すものであるが、本計画の実施による洪水軽減効果の発現までは相当の時間を要す

ることもあり、洪水被害の軽減に関する成果や指標の設定を想定していない。 

本プロジェクトの特徴として、長期的な効果は大きいが短期的な裨益効果が実感されにくい

ことから、プロジェクトの実施過程において総合治水計画のもたらすメリットを行政の関係者

はもちろん、民間セクターや住民等にもアプリオリに理解されるよう、インドネシア側の協力

を得つつ積極的な啓発や広報を行っていく必要がある。 
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2-2 総合治水団員所感 

2-2-1 プロジェクトの重要性 

空間計画法（土地利用計画）によって、流域の 30%は森林または緑地として保全することが定め

られた。しかし目標としている面積率の根拠は不明であり、具体的な行政手法も定められていないた

め、実効力には疑問がある。これに対して本プロジェクトは、具体的な流出抑制の手法、必要な技術

を提供し、総合的な取り組みを行う基礎を築くことによって、具体性および実効性のある行政能力を

開発するうえで重要な役割を果たす。 

一方 Cipta Karya は流出抑制に関する省令を策定中である。この省令が効果的に機能するためには、

よりローカルなレベルでの技術基準が策定されなくてはならない。本プロジェクトの中でパイロット

区域における流出抑制対策が実施されて技術的な評価がなされれば、技術基準の策定に向けて大きな

弾みがつくであろう。 

Situ Gintung 崩壊などを契機に Situ の保全を推進する機運が高まってきたことが、空間計画総局と

の協議などを通じて感じられた。しかし、現在取られている行政的な手法は「開発禁止」の指導のみ

であり、積極的な洪水調節機能の付加や計画的な貯留量確保といった取り組みはなされていない。本

プロジェクトがそのためのきっかけを作るうえで貢献できることを期待する。 

DKI ジャカルタでは、インドネシア国内で最も先進的と思われる空間計画行政を展開しており、チ

リウン川の計画流出量に対応する河道計画、右計画に基づいた河川区域の管理を目指しているほか、

大規模な開発行為に対しては Situ や Waduk の設置・拡張を盛り込んだ詳細空間計画を策定中（来年

度中の確定を目標）である。その後、関連する流出規制などの規則・ガイドライン等を策定する予定

と聞いた。ボゴール市およびデポック市の空間計画の策定状況は DKI ジャカルタより遅れていると

のことだが、チリウン川流域の総合治水を成功させるためには、関連する自治体および公共事業省、

BBWSCC（チリウンチサダネ流域管理事務所）の連携が必要であり、そのためのファシリテーター

としても本プロジェクトが中心的な役割を果たすことが期待される。 

2-2-2 インドネシア側の理解と期待 

高度成長期から都市洪水問題に取り組んできた日本の経験は、標準化された手法（調査、計画、実

施、O&M の各レベルでのシナジー、モニタリングとフィードバック）、法制度化された関係機関・

実施主体の役割分担、などの面で良いテンプレートとなろう。このことは JICA 研修などを通じてイ

ンドネシアの行政担当者らにもある程度の知識が伝わっているほか、専門家のセミナー等の活動を通

じて、近年の認識は高まっていたと考えられる。 

都市洪水の軽減対策に関しては、すでにいくつかのイ側関係機関がそれぞれ独自の取り組みをして

いるが、効果的かつ継続的な問題解決のためには、日本の様な統一的計画に基づく調整のとれた取り

組みが必要である。今回の詳細計画調査における関係機関との協議においても、日本の経験・知見を

導入したいとの意欲が強く感じられた。 

インドネシアで初めての総合治水を、インドネシアの首都ジャカルタ、最も都市化が著しく同時に

都市型洪水の深刻度を増しているチリウン川流域を舞台にスタートすることに大きな期待がかかる。

このプロジェクトの成功は、ジャカルタの他の流域、首都圏全体の都市洪水問題を解決する動きに発
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展することが期待される。さらに上位目標である法制度化が進めば、スラバヤ、スマランなどの都市

における洪水対策にも適用されて、全国的な波及効果が見られるであろう。 

2-2-3 成功のポイント 

＜民間セクターと市民の参加＞ 

これまでの調査を通じて、政府・公共施設への雨水貯留施設の設置の取り組みや、DKI ジャカルタ

による民間デベロッパーへの開発許認可に際して流出抑制施設の設置を条件とするなど、総合治水の

素地は生まれつつあることが確認できた。この動きを制度化していくためには、関連する行政機関の

連携はもとより、民間セクターと市民の積極的な参加による流域全体の統一のとれた取り組みが重要

である。 

本プロジェクトでは流域フォーラムの設立を目指しており、いかに民間と市民レベルの主体性を引

き出すかが、成功のカギを握ることとなろう。企業の CSR 活動として、ジャカルタ洪水問題解決へ

の貢献を得る可能性など、制度化までの過程として様々な段階的取り組みにも期待したい。 

＜共通認識の醸成＞ 

インドネシアにおいて特有な河川・洪水対策上の課題は、貧困層による河川空間の不法占拠・居住

問題と固形廃棄物の河川への投棄が多い問題である。今回の詳細計画調査においても、多くの関係機

関から上記の社会問題の解決にむけた支援の期待が寄せられた。しかし、この問題の解決には貧困解

消プログラムの進展や廃棄物対策関連プロジェクトの進展など、長期的な取り組みが必要であり、3

年間の本プロジェクトにこの問題の解決を盛り込むことはできない。本プロジェクトの目標はあくま

で Flood Runoff のコントロールであり、右の社会問題には配慮しつつも、方向性を失わないように関

係機関の共通認識として随時議論し確認していくことが肝要であろう。 

また、市民にとって洪水問題は自然現象であり、その対処は行政の責任であるとの認識が強いとこ

ろ、自らの責任分担によって流出抑制を図るという総合治水の概念を広めるには、行政から市民レベ

ルに至るまで幅広く共通認識を広げていく必要がある。本プロジェクトではモニタリングやフィード

バックを活動の一つとしており、それらを基にした啓発・広報の促進が重要な役割を果たすであろう。 

＜法制化、技術基準策定に向けた行政サイドの透明性確保＞ 

大規模開発における流出抑制施設の設置は、DKI ジャカルタの知事による許認可により義務付けら

れている等、現在は裁量行政となっている部分が多い。ジャカルタのみならず都市河川問題の解決に

は、これらの取り組みを法制度化し、共通の技術基準を策定する必要がある。 

本プロジェクトの目標は、法制度化の前の基礎を築くことにあるが、さらに上位目標に到達するに

は、不明瞭な行政指導から基準に基づいた行政へと展開するための能力強化を進めるなど、一層の透

明性確保が必要となろう。 
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第3章 インドネシア国ジャカルタ首都圏における洪水災害の現状 

3-1 ジャカルタ首都圏における洪水被害状況 

ジャカルタ首都圏は、ジャワ海に面する沖積平野上に発展しており、洪水に対して極めて脆弱であ

る。洪水の記録は古く、バタビア時代の 1600 年代から有り、近年では、1984 年、1989 年、1997 年、

1999 年、2002 年、2007 年とほぼ 5 年間隔で大きな洪水に見舞われている。 

例えば、2002 年の洪水では、湛水面積は 526 km2 とジャカルタ首都圏の 8.6 %におよび、湛水深が

0.5m 以上でその湛水期間が 1 週間以上に達した地域も 53km2 あった。この洪水による死者数は 30 名

以上に、また避難者数は 38 万人に達した。 

また、直近の洪水である、2007 年洪水では、ジャカルタ特別州の 60％が浸水したとされ、15 万人

が避難生活を余儀なくされた。 

3-2 ジャカルタ首都圏の洪水対策、流出抑制施設の現状 

ジャカルタ特別州の排水・治水計画マスタープランは 1973 年にオランダの技術援助の元、公共事

業省によって策定された。この計画では、治水安全度を 100 年確率とし、西放水路（1918 年に建設）

の延長・拡幅と東放水路の開削が計画された。 

しかしながら、1973 年マスタープランで提案された東西の２放水路は土地取得が困難等の理由で

実現しなかったこと、都市域の拡大に伴ってジャカルタ首都圏全域に対するマスタープラン策定の必

要性が生じたことから、1995 年から 1997 年にかけて「ジャボタベック総合水管理計画調査」（JICA）

が実施され、下図に示す治水計画案が策定された。 

 
出典：インドネシア共和国 ジャカルタ首都圏流域水害軽減組織強化プロジェクト

基礎調査 最終報告書 要約 （2006 年 1 月） 

図 3-1 1997 年マスタープランにおける計画流量配分図と治水安全度 
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出典：インドネシア共和国 ジャカルタ首都圏流域水害軽減組織強化プロジェクト

基礎調査 最終報告書 要約 （2006 年 1 月） 

図 3-2 1997 年マスタープラン新放水路と河川改修箇所 
 
また、1997 年マスタープランでは、優先プロジェクトとして、特にジャカルタ特別州西部とチサ

ダネ川下流部の洪水被害を軽減するために、１）西放水路の改修、２）チリウン放水路の建設（上流

部ボゴール市内）、３）チサダネ川下流部の改修、および４）チリウン川の洪水がチサダネ川に放流

される場合に備えた、チサダネ川沿いの住民に対する予警報およびモニタリングシステムが計画され

た。 

これらの提言を受けて、チリウン放水路建設とチサダネ川下流部改修の事業化が進められたが、放

水先であるチサダネ川周辺の住民の合意が得られなかった事並びに土地収用の問題からその中止が

決定している。また、東放水路の建設も、当初 2010 年の竣工を目指し事業が開始されたが、完成に

は至っていない。 

一方、流出抑制に関係する施設として、ジャカルタ特別州内には、202 個のため池があるとされる 1)。

これらのため池は、水供給、洪水の貯留、景観やリクレーションなどに利用されてきているが、開発

に伴って埋め立てられるなど、様々な理由により、機能の存続については危ぶまれている状況にある。 

                                                        
1) インドネシア共和国 ジャカルタ首都圏流域水害軽減組織強化プロジェクト基礎調査 最終報告書 要約（2006 年 1 月） 
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さらに、本プロジェクトの対象流域であるチリウン川においては、下表に示す河川施設の工事実績、

計画、構想がある。 

表 3-1 チリウン川流域の最近の河川改修、計画、構想 

完  成 年 備   考 

ジェンバタンメラゲート改築 2009 年 チリウン川下流 

チデンポンプ場増強 2010 年  

西放水路改修 2010 年 河道内拡幅（洪水敷掘削）、堤防、護岸 

東放水路完成 2010 年  

現在建設中   

デュリポンプ場建設 2010 年  

シツギントン再建設 2010 年  

計 画 中   

プルイット東ポンプ場再建設 2014 年 JICA 無償協力 

プルイット調節池浚渫  世界銀行が実施を検討中 

マンガライゲート改築  チリウン・チサダネ流域管理事務所が計画中 

将来構想   

パサールイカンゲートポンプ場  常時閉鎖状態 チデン川河口 DKI の構想 

マリーナゲートポンプ場  常時閉鎖は時間の問題 チリウン川河口 

メラティポンプ場改築  ポンプの半数以上が故障、規模が小さい。 

カレット堰改築  流下能力を阻害している。WBC 

カトランパ堰改修  ヒビが入ったとの報告を受けた。 

西放水路の橋梁改築  西放水路は改修されたが、橋梁がネックとなっている。

東放水路と西放水路を結ぶ水路及

びポンプ施設 
 公共事業省、DKI の構想 

水路は不要となっている地下水路を利用 
チリウン川から東放水路にはポンプ設備が必要 

プルイット調整池サイホン改築  世銀で検討中 

Situ（ため池）改修  BBWS で状況調査中？ 
出典：「ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化プロジェクト」専門家作成資料を

基に詳細計画調査団が整理 

3-3 総合的な治水施策にかかる法制度の現状 

総合的な治水施策の推進にかかる法制度の現状を分析するとき、「河川」、「空間計画（≒都市計画、

土地利用計画）」、「建築基準（≒貯留浸透施策、施設設計）」が主たる関連分野である。この 3 つの分

野について現状を整理する。 

3-3-1 河川分野 

（1）Water Resources Law No. 7-2004（水資源法：基本法） 

この法律は、インドネシアの水資源に関する基本となる法律であり、以下のように、水資源

管理の範囲、政策がおよぶ権限と責任が明記されている。 

 国家、州、県および市、それぞれのレベルにおける水資源管理の政策を有すること 

 水資源管理の対象は、河川流域と地下水貯水区域とすること 

 河川流域を単位とした水資源管理を基本とすること 
 

2004 年の本法施行により、水資源や河川の管理が流域単位とされた。このことからもわか

るように、2004 年までのインドネシアでは、水資源管理や洪水対策がプロジェクト単位によ

る管理であったといえる。この法律の施行に伴って、河川管理を行う組織も流域単位のものに

変更されたが、現在でも、プロジェクト事務所のスタイルおよびマインドを完全に脱しきれて
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いないのが実情である。 

（2）Water Resources Management Regulation, No. 42-2008 

本 Regulation は、基本法である水資源法を受けて制定された政令（公共事業大臣令）であり、

この政令により水資源管理の骨格、つまり、「国家レベルでの水資源管理政策は、国家水資源

審議会によって立案され、大統領がこれを決定する」、「水資源政策は、水資源の保全、水資源

の有効利用、水資源の管理、水資源にかかわる情報システムなどを含めて立案する」といった

重要事項が定められた。 

上記の定めに基づき、2009 年 7 月に第 1 回目となる「国家水資源審議会」が開催された後、

国家レベルの政策を議論する部会が設立され、水資源政策の決定プロセスが動き出した。同時

に、河川指定に関する部会、河川情報政策に関する部会が設立されている。 

なお、本政令では、単位流域としての河川流域は次のようにグループ分けされている。 

 一つの県・市内に包含された流域 

 複数の県・市にまたがった流域 

 複数の州にまたがった流域 

 複数の国家間にまたがった流域 

 国家戦略的に重要な流域 
 

現在は、このクライテリアによる河川指定（A 級、B 級河川等）の準備、管理者、権限の分

担について調整が行われている。 

本大臣令により、水資源管理の骨格は定められたものの、都市河川問題、総合的な治水施策

に関しての記述はない。 

（3）河川管理令（Vers of RPP river）（案） 

河川管理令（案）は、（2）で示した政令の河川管理にかかる部分をより具体的に規定するも

ので、現在策定作業が進められている。 

この規定では、河川の区域、河川管理施設、河川情報に関する管理の目的や範囲を定めてい

る。しかし、河川の区域以外の流域や流域対策（流域での貯留・浸透）については、本規定の

対象外である。 

3-3-2 空間計画分野 

（1）Spatial Planning Law No. 26-2007（空間計画法：基本法） 

この法律は、インドネシアの空間計画（≒都市計画、土地利用計画）の理念と骨格を定めた

基本法であり、流域保全および総合的な治水施策の実施にとっても重要なものとなる。 

河川流域の土地利用規制については、空間計画法の中では、海岸や湖、河川の周辺地域は保

全すべき区域とされており、国、州、県・市といった各レベルで策定される空間計画2)ではそ

                                                        
2) 各行政レベルの空間計画を表すのに使用すべきとされている地図の精度は、国家：1/100 万、州：1/25 万以上、県：1/10
万以上、市：1/5 万、州戦略地域：1/2.5 万以上、県/市戦略地域：1/1 万以上、県/市詳細計画：1/5 千以上とされてい

る。 
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のようにゾーニングされなければならない。 

また、建物の用途や規模に関する規制の他に、環境保全のため、流域の 30%を森林で覆わ

なければならないという記述がある（第 17 条）。しかしながら、河川流域をどう指定するのか

については、空間計画法の中では定義されていない。 

（2）Regulation No. 15-2010, Spatial Planning and Management 

上記、空間計画法の施行令（公共事業大臣令）であり、空間計画法の条文の解釈を示してい

る。各レベルの自治体は、具体的にはこの施行令に基づき空間計画を行い、具体的な土地利用

規制をかけていくことになる。 

本プロジェクトにおいて、治水および流出抑制を目的に土地利用規制を行う（あるいは土地

利用規制を行えるような規則を設ける）場合、この施行令との関連づけが重要になってくるも

のと思われる。 

3-3-3 建築（≒貯留浸透施策、施設設計）分野 

（1）Government Regulation No. 36, Year 2005, Implementation Rules of Stature No. 28, Year 2003, 

Concerning Building Construction（建築基準法） 

建築に関する基本的な規定（Government Regulation：大統領令）である。総合治水あるいは

雨水の貯留・浸透に関する規定はこの中には無い。 

（2）PERMEN No. 29-2006, Guideline of Technical Requirement Building Construction（建築基準に関

する公共事業大臣令） 

本公共大臣令は、建築物に関する技術基準を示したものであり、雨水の貯留、浸透、流出抑

制に関する者として、「Sanitation Requirements」の項目の一つとして、雨水排水に係る規定が

定められている。 

その規定によれば、「Except to the particular district, the rain water must be absorbed into the 

ground and/or flowed to the absorption wells before it is flowed into the large environment/city 

drainage network as of the prevail provision.（英文仮訳）」とあり、雨水を浸透させる規定となっ

ており、総合的な治水施策の実施にとって、重要となる規定の一つであろう。 

（3）PERMEN No. 45-2007, Technical Guidance of State Building Construction（公共建築物に関する公

共事業大臣令） 

本公共事業大臣令は、特に、公共建築物の技術基準を定めるものであり、特に総合的な治水

施策と関連する部分は無い。 

3-4 我が国の洪水対策支援状況（ジャカルタ首都圏に対するもの） 

【有償】 

・ 該当なし 

【無償】 

・ プルイット排水機場緊急改修計画 

【技プロ】 

・ ジャカルタ首都圏流域水害軽減組織強化プロジェクト 
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・ 河川流域機関実践的水資源管理能力向上プロジェクト 

【開調】 

・ 排水対策マスタープラン 

【個別専門家】 

・ 水資源政策アドバイザー 

3-5 他ドナーの支援状況 

本プロジェクトが対象とするチリウン川流域および対象地域を含むジャカルタ首都圏では、現時点

で、世銀がプロジェクトの実施を計画しているが、それ以外のドナーによる洪水対策セクターへの支

援は，本詳細計画策定調査期間中においては、確認できなかった。 

世銀が実施予定のプロジェクト（JEDI プロジェクト、FMIS プロジェクト）の内容は以下の通りで

ある。 

JEDI（Jakarta Emergency Drainage Improvement）プロジェクトは、市内排水施設の機能回復（排水

路の浚渫）を基本とするもので、今年中の開始を目指し施工監理コンサルタント調達の準備が始まっ

ている。ただし、同プロジェクト計画には、本プロジェクトが対象とするチリウン川および支川は含

まれていない。 

また、世銀は、洪水情報システム（Flood Management Information System：FMIS）プロジェクトの

実施を計画している。これは、ジャカルタ首都圏における洪水早期警報の精度向上を目指したもので

あり、本プロジェクトとの直接の関係はないものの、早期警報は、総合的な治水施策をより有効にす

るために重要な部分でもあり、また、早期警報の実施に必要な水文・流出解析の結果は本プロジェク

トでの水文・流出解析の参考になることから、今後、連携を図る必要のあるプロジェクトと言える。 
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第4章 要請内容にかかる分析 

4-1 要請内容 

インドネシア側からの要請内容は、以下の通りである。 

【上位目標】 

ジャカルタ首都圏の洪水被害を軽減するための総合治水対策が計画、実施される。 

【プロジェクト目標】 

ジャカルタ首都圏における総合治水対策の計画、実施に係る能力が向上する。 

【成果】 

・ 治水関連機関における総合治水対策の計画策定に係る能力が向上する。 

・ 治水関連機関における流域流出抑制施設の計画、設計能力が向上する。 

・ 治水に関連する各主体（国・自治体・NGO・住民）間の連携調整が継続的に行われる体制が整

う。 

【活動】 

・ 総合治水に関連する各主体（国・自治体・NGO・住民）間の連携調整を実施する流域協議会（仮

称）の設置及び運営支援 

ジャカルタ首都圏の総合治水に関連する各主体の連携調整の場となる協議会の設置、および総

合治水対策に係る方針（案）の策定や流域整備計画（案）の策定といった協議会の運営事項の

支援を実施する。 

・ 総合治水対策に係る方針（案）の策定 

ジャカルタ首都圏において河川改修や流出抑制対策およびその他のソフト施策等すべての総

合治水対策を、関連するどのような主体が実施していくのかについての案を策定する。 

・ 流域整備計画（案）の策定 

適切な河川改修および流出抑制対策の分担量を明らかにしつつ、具体的に適用可能な流出抑制

策を含む流域整備の計画（案）をパイロット流域（チリウン川を想定）において策定する。 

・ 流域流出抑制対策の実施 

既存施設の有効利用等による簡易的な流出抑制対策をパイロット支川（チリウン川支川クルク

ット川等）において NGO・住民等も参加する形で実施し、具体的対策の実施能力の向上を図

るとともに流出抑制策の重要性のＰＲを実施する。 

【投入】 

日本側 

専門家（総括（総合治水）、流域整備計画）、機材供与 

インドネシア側 

カウンターパート、プロジェクト事務所、流域協議会（仮称）事務局事務所 

4-2 要請内容の分析 

4-2-1 要請分野 

ジャカルタ特別州の排水・治水計画マスタープランは 1973 年にオランダの技術援助により公共事

業省によって策定された。治水計画では、100 年確率規模の治水安全度とするために、ジャカルタ特
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別州中心部西側の西放水路（1918 年に建設）の延長・拡幅を行うとともに東側に東放水路の開削が

計画されたが実現には至らなかった。その後、ジャカルタ首都圏全域に対する治水マスタープラン策

定の必要性が生じたことから、1995 年から 1997 年にかけて「ジャボタベック総合水管理計画調査」

が実施され、計画対象年を 2025 年としたジャカルタ首都圏における治水マスタープランを策定する

と共に、優先プロジェクトに対してフィージビリティ調査を行った。 

マスタープラン策定から 10 年以上がたち、施設整備に時間を要していること、各河川の上流域が

位置するジャカルタ首都圏南部では土地利用が高度化される可能性が高く、これによって洪水のピー

ク流量が増加し、下流低平地において今後ますます洪水被害が増加する恐れがあることを考えると、

総合的な治水施策によって流域からの流出量を抑制し、特に都市部における洪水被害の軽減を目的と

するような総合治水分野を対象とするプロジェクトの重要性は高い。 

4-2-2 カウンターパート機関 

ジャカルタ首都圏の治水に関しては、公共事業省がジャカルタ特別州とそれ以外の州にまたがって

流れる河川の治水・排水を担当し、ジャカルタ特別州がジャカルタ特別州内の河川の 治水・排水構

造物（≒都市排水）を担当するという大きな役割分担がある。 

公共事業省では、水資源総局 河川・湖沼・ダム部が治水業務を担当しており、個別の河川工事の

実施等は流域事務所（本プロジェクトの場合、チリウン・チサダネ川流域事務所（CILCIS））が担当

している。さらに、人間居住総局は排水計画、空間計画総局は流域の土地利用計画の面から治水・排

水に関係する。 

一方、ジャカルタ特別州より上流域では、各州政府が治水・排水や空間計画を担当することとなる。 

公共事業省は、これまで JICA 事業（旧 JBIC を含む）を含む多くの治水プロジェクトを実施して

いることに加え、JICA の技術協力プロジェクトの経験も持ち、プロジェクトの実施能力、省令など

の立案能力は高い。さらに、ジャカルタ特別州も、地方政府としては空間計画、河川行政において高

い行政執行能力を持っている。空間計画面では、ジャカルタ 2030 年計画を策定中であり、治水関連

では、50 程度の事業が既に実施リスト化され、2010 年に 20 弱の事業を実施予定である。 

このように、本プロジェクトに関係する各機関は、行政能力も高く、毎年多くの事業を実施してお

り、それなりの予算が割り当てられている。したがって、本プロジェクトにおいて総合的な治水施策

に関する各機関、各行政レベルでの役割が定められれば、その役割を果たしていく能力はあると考え

られ、これらの機関をカウンターパート機関とすることは妥当であろう。 

4-2-3 プロジェクト対象地域 

要請では、プロジェクト対象地域が「JABODETABEK（ジャカルタ首都圏）」という表現であるが、

対象地域を「ジャカルタ首都圏」と広げることで対象とする流域の数や関連するステークホルダーの

数が増加してしまう懸念がある。インドネシアにおいて「総合的な治水施策」の実施は初の試みであ

ることから、対象地域をある程度絞った上で、その中で「総合的な治水施策」を確実に実施していく

ことのほうが、プロジェクトとして効果が高いと考えられる。 



 4-3

そこで、本プロジェクトでは、対象地域を「チリウン川流域」とし、チリウン川流域での経験、施

策等を法制度化し、他のジャカルタ首都圏流域、ひいては他の都市河川に展開していくとすることが

望ましい。 

4-2-4 成果、活動内容等 

要請書に示された成果は、以下の通りである。 

・ 治水関連機関における総合治水対策の計画策定に係る能力が向上する。 

・ 治水関連機関における流域流出抑制施設の計画、設計能力が向上する。 

・ 治水に関連する各主体（国・自治体・NGO・住民）間の連携調整が継続的に行われる体制が整

う。 

上記の成果は、「総合的な治水施策に基づいた流域整備計画（総合的な治水計画）が策定され、そ

れに基づいた各機関の活動が継続的に行われる」という形に集約できると考えられる。これをもとに、

必要となる成果を再検討する。 

総合的な治水施策の実施には多くの機関が関連することから、「総合的な治水施策の実施に関連す

る機関を特定し、その役割分担を明確にすること」がまず必要なことである。 

次に、明確化された役割分担のもとで「総合的な治水計画」を検討・策定し、各機関が計画に基づ

いた活動を開始することが必要となる。 

さらに、各機関の活動が適切にかつ持続的に実施されることが、総合的な治水施策の実施に重要な

ことである。適切かつ持続的な活動の実施のため、プロジェクト期間中に、各機関の活動をモニタリ

ングするメカニズム、施策の効果を判定し施策にフィードバックするメカニズムを構築する。また、

関連機関および住民、NGO、学識経験者などが総合的な治水施策に関して議論し調整を行うメカニ

ズムも同時に構築する。 

上記のプロセスを経ることで、最終的に「総合的な治水施策に基づいた流域整備計画（総合的な治

水計画）が策定され、それに基づいた各機関の活動が継続的に行われる」ことにつながると考えられ

る。そこで、上記プロセスに対応する形で、以下の通り、成果を整理し直した。 

成果１： 総合治水施策実施にあたり、関係機関それぞれが実施すべき役割が明確化される。 

成果２： 関係機関のアクションプラン（CFMAP）を含んだ CFMP が策定され、総合治水施策の実

施が法制度化にむけて動き出す。 

成果３： CFMP に沿った対策実施の効果モニタリング体制が整備される。 

成果４： 総合治水に関連する各主体（国・自治体・NGO・住民）間の連携調整が持続的に行われる

体制が構築される。 
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第5章 プロジェクトの実施内容 

5-1 プロジェクトの概要 

5-1-1 案件名 

和文名称： ジャカルタ首都圏総合治水能力強化プロジェクト 

英文名称： Project for Capacity Development of Jakarta Comprehensive Flood Management 

5-1-2 協力の概要 

本プロジェクトは、プロジェクト対象地域において『総合的な治水計画（CFMP）』に基づき、総

合治水施策が実施されるようになる事を目標としている。その目標を達成するための各種活動の成果

として、１）CFMP に係る関係機関の役割の明確化、２）関係各機関のアクションプランを含む『総

合的な治水計画（CFMP）』の策定と法制化への動きの支援、３）CFMP に基づく対策実施の効果モ

ニタリング体制整備、４）総合治水に関連する関係機関（国・自治体・NGO・住民）間の連携調整

が持続的に行われる体制の構築、が期待される。 

5-1-3 協力期間（予定） 

2010 年 10 月～2013 年 10 月（3 年間） 

5-1-4 協力総額（日本側） 

約 3.4 億円 

5-1-5 協力相手先機関 

実施機関： 公共事業省 水資源総局 

  空間計画総局 

  人間居住総局 

 ジャカルタ特別州政府 

 西ジャワ州政府（ボゴール県、デポック県職員を含む） 

5-1-6 国内協力機関 

国土交通省（長期専門家の派遣を依頼予定） 

5-1-7 裨益対象者 

直接裨益者：上記実施機関職員合計 80 人 

間接裨益者：チリウン川流域人口約 150 万人3) 

5-2 協力の枠組み 

本プロジェクトにおいては、以下プロジェクト目標、各成果に対応する活動を行う。プロジェクト

対象地は、チリウン川流域（西放水路（West Banjir Canal）を含む）とする。 

                                                        
3) チリウン川の流域面積 421km2、首都圏の平均人口密度 3,500 人/km2として計算した推定値である。 
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5-2-1 上位目標 

『法制度化された総合的な治水計画（日本の「流域整備計画」に相当するもの：CFMP）』に基づ

き総合治水施策がジャカルタ首都圏で実施される。 

（指標） 

・ 法制度化された総合的な治水計画（CFMP）に基づいた、もしくは CFMP によって位置づけ

られた流域内の貯留施設建設等のハード対策、流域内開発規制策定等のソフト対策が実施さ

れる。 

・ パイロット地域以外の流域で『流域フォーラム（仮称）』が設置・開催される。 

・ 『流域フォーラム（仮称）』での会議結果やモニタリング結果が CFMP に反映される。 

・ 総合治水施策の実施が法制度化される。 

5-2-2 プロジェクト目標 

『総合的な治水計画（CFMP）』に基づきプロジェクト対象地域で総合治水施策が実施される。 

（指標） 

・ プロジェクト期間中に CFMP に基づいた、もしくは CFMP によって位置づけられた流域内の

貯留施設建設等のハード対策、流域内開発規制策定等のソフト対策がプロジェクト対象地域

で１箇所以上実施される。 

・ パイロット地域における『流域フォーラム（仮称）』の議論が CFMP に反映される。 

・ モニタリング結果が CFMP に反映される。 

5-2-3 成果（アウトプット）と活動 

成果１ 

総合治水施策実施にあたり、関係機関それぞれが実施すべき役割が明確化される。 

（活動） 

１－１： 関係機関の確認 

１－２： 各機関の役割の決定 

（指標） 

・ 関係機関が特定される。 

・ 関係機関の役割分担が合意される。 

成果２ 

関係機関のアクションプラン（CFMAP）を含んだ CFMP が策定され、総合治水施策の実施が法制

度化にむけて動き出す。 

（活動） 

２－１： 総合治水実施に関連する調査の実施（流出解析、地盤沈下状況調査） 

２－２： CFMP 案の検討 

２－３： 各機関の実施計画を取り纏めたアクションプランの作成（CFMAP） 

２－４： 総合治水施策の実施を法制度化するために必要な支援 

（指標） 

・ 『CFMP』が作成される。 

・ 関連機関のアクションプラン（CFMAP）が作成される。 
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・ 総合治水施策の実施が法制度化にむけて動き出す。 

成果３ 

CFMP に沿った対策実施の効果モニタリング体制が整備される。 

（活動） 

３－１： モニタリングが調整機関によって監督される仕組みの構築 

３－２： モニタリングの結果を CFMP に反映する仕組みの構築 

３－３： パイロット地域における例示を目的とした貯留施設建設、流出抑制策の実施 

３－４： ３－３の実施を通じたモニタリングの方法の指導 

（指標） 

・ モニタリング監督機関が設置される。 

・ モニタリング頻度と内容が決定される。 

・ モニタリングに基づいたフィードバックがなされる。 

・ モニタリングマニュアルが作成される。 

成果４ 

総合治水に関連する各主体（NGO・住民等を含む）間の連携調整が持続的に行われる体制が構築

される。 

（活動） 

４－１： パイロット地域の総合治水に係るステークホルダーおよびその関係性の整理 

４－２： パイロット地域の『流域フォーラム（仮称）』の設置・運営要領の作成 

４－３： パイロット地域の『流域フォーラム（仮称）』の開催、運営 

（指標） 

・ プロジェクト地域において、総合治水に関連する各主体（国・自治体・NGO・住民）間の連

携調整が持続的に行われる体制『流域フォーラム（仮称）』（日本の流域協議会等のメカニズ

ムに相当）が設置される。 

・ プロジェクト地域における『流域フォーラム（仮称）』の頻度と協議内容が決定される。 

5-3 投入計画 

【日本側】 

(a) 専門家派遣 

・ 長期専門家： チーフアドバイザー／総合治水／流域組織調整 

・短期専門家： 流域整備計画 

 空間計画 

 貯留・浸透施設計画 

 流出解析 

 地盤沈下解析 

 流域組織調整 

(b) 自然条件調査 

・流出解析調査： インドネシア側による実施もしくはインドネシア側、日本側双方の費用支弁に

より実施 

・地盤沈下調査： 国内再委託による実施を想定 
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(c) 例示工事の実施 

・簡易貯留施設、簡易地下浸透施設などの流出抑制施設 

(d) 供与機材 

・事務所用品（コンピューター、プリンター、什器等） 

・パイロットプロジェクトモニタリング機材（？） 

(e) 研修員受け入れ 

・ 分野・人数未定（年間 ＊名程度×3 年間を想定） 

(f) その他 

・在外事業強化費 

【インドネシア側】 

(a) カウンターパート 

日本側投入専門家に対応したカウンターパートの配置 

(b) 執務環境（執務室、設備）の整備 

(c) 例示工事用地の確保 

(d) プロジェクト運営管理費の確保 

5-4 実施体制 

5-4-1 運営体制 

本プロジェクトには多くの機関が関連し、総局間のみならず、他の中央政府省庁、地方政府との調

整が必要になる場合も想定されることから、組織横断的な調整を行う Executing Agency をトップに、

Project Director、Project Manager を置くこととする。 

Executing Agency、Project Director、Project Manager には以下の職員が当たることが、M/M で合意さ

れた。 

・ Executing Agency： 公共事業省水資源総局長 

・ Project Director： 公共事業省水資源総局河川・湖沼局長 

・ Project Manager： チリウン・チサダネ河川流域事務所所長 

5-4-2 監理体制 

プロジェクトの進捗状況をモニターするための機関として合同委員会（ Joint Coordination 

Committee）を設置する。合同委員会は、少なくとも年一回、または必要が生じたときに開催し、プ

ロジェクトの年次活動計画の承認、プロジェクトの進捗に関する検討及びその他関連事項に関する検

討・意見交換を行うものとする。 

M/M で合意された合同委員会のメンバーは、以下のとおりである。 

議長： 

Project Director（公共事業省水資源総局河川・湖沼局長） 

メンバー： 

【インドネシア側】 

Project Director  

Project Manager 
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Representative(s) of Ministry of Public Works 

- Directorate General of Water Resources including BBWS Ciliwung-Cisadane 

- Directorate General of Spatial Planning 

- Directorate General of Human Settlements 

Representative(s) of Government of DKI Jakarta 

Representative(s) of Provincial Government of West Jawa 

Representative(s) of BAPPENAS 

Representative(s) of City or District Government of the Project area (Bogor and Depok) 

Other Representative(s) of the Project related agency. 

【日本側】 

Representative(s) of JICA Indonesia Office 

Project Leader 

Other Japanese experts 

Member(s) of missions dispatched by JICA 

Official(s) of the Embassy of Japan（オブザーバー） 

Other officials of appointed by the Project Leader（オブザーバー） 

5-5 前提条件・外部条件 

前提条件 

・ インドネシア国の洪水対策、防災政策、実施機関に大幅な変更がない（成果達成のための外部条

件と同様） 

成果達成のための外部条件 

・ インドネシア国の洪水対策、防災政策、実施機関に大幅な変更がない 

プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ 技術移転を受けた C/P が現在の部署に留まる 

・ 実施機関の予算が確保される 

上位目標達成のための外部条件 

・ 実施機関の予算が確保される 

・ 急激な自然環境変化が発生しない 

5-6 プロジェクトの実施方針 

本プロジェクトでは、「総合的な治水施策の検討」の結果得られた「総合的な治水計画」が主要な

アウトプットである。また、主要なアウトプットである「総合的な治水計画」をより良いものにする

ための「流域フォーラム」、総合的な治水施策の理解を深めるための「パイロット施設の建設」が本

プロジェクトの核となるものであるため、それぞれに対する実施方針案を記載する。 

5-6-1 総合的な治水施策の検討 

（1）総合的な治水計画の内容 

詳細計画策定調査時点で想定される「総合的な治水計画」の内容は、以下の通りである。 

① プロジェクトエリアにおける都市洪水、流出増の原因となっている開発行為その他にかか

る分析 
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② プロジェクトエリアにおける構造物、非構造物対策の実施戦略 

③ 関係機関ごとのアクションプラン 

④ 総合治水モニタリング要領（総合的な治水計画に基づいた対策の実施状況、効果分析、評

価体制等を取り纏めたもの） 

⑤ 流域フォーラム（仮称）設置・運営メカニズム（流域フォーラム（仮称）の役割、構成メ

ンバー、運営方法等について取り纏めたもの） 
 

（2）関連機関の合意を得た形での総合的な治水計画の策定 

総合的な治水施策を実効あるものにするためには、総合的な治水施策に関連する機関との協

働が必要である。そのため、公共事業省水資源総局のリードのもと、関連機関と緊密な調整、

連携を行い、関連機関と合意された形で「総合的な治水計画」を策定することが必要であるこ

とから、ワークショップやミーティングなど、参加型で関係機関との合意形成をはかるものと

する。 

なお、これらの調整を円滑にすること、省庁間、組織間で発生した問題を解決することを目

的に、本プロジェクトでは、Project Director の上位に Executing Agency を設置することが、詳

細計画策定調査にて合意されている。 

（3）社会問題 

公共事業省や DKI ジャカルタは、ゴミや不法居住問題を洪水発生の原因として重要視して

いる。しかしながら、本プロジェクトでは、これら社会問題と純粋な治水上の課題を切り離し

て考え、治水上の課題を総合的な治水施策によって解決する能力を高めることを目的とする。

したがって、これら社会問題を本プロジェクトで扱うことは最小限とし、社会問題の議論に引

きずられないように留意する。 

5-6-2 流域フォーラム 

「流域フォーラム」でのステークホルダーによる議論、合意形成、議論のフィードバックメカニズ

ムの構築は、本プロジェクトの重要な成果の一つである。 

ジャカルタ首都圏を流下する 6 河川については、既に TKPSDA-6ci という流域フォーラム的な枠組

みが計画されており、設置についての公共事業省令も存在することから、本プロジェクトでも可能な

範囲においてこの枠組みを有効活用し、効率的に「流域フォーラム」を立ち上げることとする。 

また、総合的な治水計画のところでも述べたことであるが、ステークホルダーには、ゴミの投棄や

不法居住が洪水の原因であるという意識がある。「流域フォーラム」においてこのような議論を行う

事を否定するものでは無いが、本プロジェクトの範囲内では、純粋な治水上の課題の議論を主として

行う事とし、これら社会問題に議論が流れないよう留意するものとする。 

5-6-3 パイロット施設の建設 

本プロジェクトでは、総合的な治水施策を例示し、その効果をモニタリング・評価する手法に関す

る技術移転を行うことを目的に、流出抑制施設（調整池、地下浸透施設を想定）の建設を行う事を想

定しているが、パイロット的な例示施設であるという位置づけを考え、その規模は、用地転用や既存
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施設の活用をするなど環境社会配慮的に問題にならない小規模なものとする。また、パイロットとい

う目的を達成するために、その目的が達成される規模、位置、施設内容とする。 

5-7 プロジェクト実施工程 

詳細計画策定調査における協議においてインドネシア側と合意したPOに記載されたプロジェクト

実施工程を検討した結果、合意された PO は妥当なものと判断されることから、プロジェクトの実施

工程は以下のとおりとする。 

表 5-1 プロジェクト実施工程 

OctNovDecJanFebMarAprMayJun Jul AugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJun Jul AugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJun Jul AugSepOct
1-1 : 関係機関の確認
1-2 : 各機関の役割の決定

2-1 : 総合治水実施に関連する調査の実施。（流出解析、地
盤沈下状況調査）
2-2 : CFMP案の検討
2-3 : 各機関の実施計画を取り纏めたアクションプランの作成
(CFMAP)

z z z

2-4 : 総合治水施策の実施を法制度化するために必要な支援 z z z z z

3-1 : モニタリングが調整機関によって監督される仕組みの構
築
3-2 : モニタリングの結果をCFMPに反映する仕組みの構築
3-3 : Iパイロット地域における例示を目的とした貯留施設建
設、流出抑制策の実施
3-4 : 3-3の実施を通じたモニタリングの方法の指導

4-1 : プロジェクト地域の総合治水に係るステークホルダーお

よびその関係性の整理
4-2 : プロジェクト地域の『流域フォーラム（仮称）』の設置・運
営要領の作成
4-3 : プロジェクト地域の『流域フォーラム（仮称）』の開催、運

営

1st year 2nd year 3rd year
PLAN OF OPERATION

2010 2011 2012 2013

 
 

5-8 自然条件調査、現地・国内再委託等 

（1）地盤沈下解析：国内再委託を想定 

ジャカルタ首都圏では特に北部において地盤沈下の進行が顕著である。地盤沈下の実績およ

び現況を分析し、本プロジェクトで作成する『CFMP』が対象とする目標年次に対する影響を

『CFMP』に反映する必要がある。地盤沈下の解析にあたっては、既設のベンチマーク基準点

の測量による解析（「ジャカルタ首都圏洪水軽減組織強化プロジェクト」で収集した測量デー

タがあるため、更新等が必要と判断される場合実施）及び陸域観測技術衛星だいち（ALOS）

の観測データを利用することが有効であると考えられる。 

ベンチマーク基準点の測量については、公共事業省職員による実施もしくは、現地再委託に

よる実施、後者については、国内再委託による解析を行うことが妥当である。後者の再委託仕

様及び想定される委託先については、以下が想定される。 

【想定される仕様】 

解析対象期間：ALOS がデータを保有する期間 2007 年～プロジェクト終了までの期間を対

象に、プロジェクト開始以降の解析作業については、年間 1 回取得したデータを用いて解析を

行なう。別添資料「ALOS による地盤沈下解析結果サンプル」に示すとおり 2007 年～2009 年

の取得データを基に地盤沈下解析を実施済みである。 

解析方法：ALOS PALSAR データペアセットについて、DInSAR 処理（分解能 50m、視線方

向精度 5cm 程度、オルソ補正込）、その結果のアンラップ処理、基準点による補正、及び垂

直変動量への換算（水平方向への移動はないものと仮定する）を行い、地盤沈下量（沈降方向
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をマイナスとする）を測定。 

【想定される再委託先】 

会社名 担当者氏名 電話 メール 

NTT データ 栗林 真 Tel: 050-5546-2507 kuribayashim@nttdata.co.jp 

RESTEC 伊藤 恭一 Tel: 03-5561-4533 ito@restec.or.jp 

PASCO 根本 沙織 Tel: 03-4570-3065 soatoo6213@pasco.co.jp 
 

（2）水文・流出解析：現地再委託を想定 

水理水文解析、流出解析及び解析に付随する測量については、技術協力プロジェクト「ジャ

カルタ首都圏洪水軽減組織強化プロジェクト」における技術移転の結果、水資源総局職員によ

って実施が可能であると思われることから、日本人専門家が解析をサポートし、実施していく

方針とする。付随する測量業務については、「ジャカルタ首都圏洪水軽減組織強化プロジェク

ト」で収集した測量データを活用しつつ、更新等が必要な場合、現地再委託による実施とする。 

測量を始めとした外部委託業務に関しては、公共事業省水資源総局により 2010 年度予算で

約 180 万円が確保されており、翌年度以降についても予算要求が可能であるとのことから可能

な限り先方の予算を活用することとする。 
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第6章 プロジェクト実施にかかる 5 項目評価 

6-1 妥当性 

6-1-1 「イ」国政府の政策との整合性 

「イ」国政府は、中期国家開発計画（RPJM:2010-2014）において、“Realized Prosperous, Democratic 

and Justice Indonesia”という国家ビジョンの下、“Mission 1: Continuing the Development Toward 

Prosperous Indonesia”、“Mission 2: Strengthening the Democratic Pillars”、“Mission 3: Strengthening the 

Equity Dimension in All Sectors”の 3 つの国家ミッションと 11 の優先分野を定めている。本プロジェ

クトは、Mission 3 と「社会基盤」、「環境と災害」という優先分野に関連する。 

優先課題としてあげられている「社会基盤」では、空間計画と整合のとれた開発の必要性や洪水の

軽減を明確に示しており、また「環境と災害」では、早期警報といった非構造物的対策や政府やコミ

ュニティにおける防災能力強化に取り組むこととしている。 

一方、公共事業省の最新の５ヵ年計画（2010 年～2014 年）では、「インドネシアの繁栄を支える社

会基盤および居住環境の整備（仮訳）」というビジョンの下、水資源総局では、12 の水資源開発ポリ

シーを設定している。洪水対策については、第 8 番目と第 10 番目に記述があり、空間計画との統合、

非構造物的対策、流域管理、コミュニティの参加を優先事項としており、洪水防止施策を人口密集地

域に戦略的に実施するとしている。 

さらに、ジャカルタ特別州政府が現在策定中の「ジャカルタ 2030 年空間計画」でも、洪水対策の

視点から、河川改修のみならず、総合的な治水施策ともいえる調整池の確保や流出抑制施設の設置推

進を行っている。 

これらの点から本プロジェクトが目指す総合的な治水施策の実施は、「イ」国政府が目指す方向性

に整合しているものと判断できる。 

6-1-2 国別援助計画との整合性 

我が国の対インドネシア国別援助計画（2004 年 11 月）では、重点分野・重点事項として「民主的

で公正な社会造り」のための支援を掲げ、「基礎的公共サービスの向上」として、頻発する洪水等の

自然災害対策の支援を掲げていることから本プロジェクトと日本の援助政策との整合性は高い。 

日本の政府開発援助大綱によれば、自然災害は毎年世界各国に様々な形で深刻な被害を及ぼす地球

的規模の問題であり、度重なる被害により人々の生活や経済社会の開発が阻害される悪循環を断つこ

とは、貧困削減、持続可能な開発を実現する上で最も重要な前提条件の一つであるとされており、2004

年 12 月に発生したスマトラ島沖大地震及びインド洋津波災害を契機に 2005 年 1 月に日本政府「防災

イニシアティブ」が発表され、その中で「防災への優先度の向上」と「ソフト面での支援の重要性」

が謳われている。 

その後、2005 年 5 月には、日本政府と「イ」国政府との間で「日本・インドネシア防災に関する

共同委員会」が設置され、2006 年 7 月に「日本・インドネシア防災に関する共同委員会報告書」が

まとめられた。同報告書では、洪水・土砂災害等が対応すべき主要なコンポーネントとして取り上げ

られている。 
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6-1-3 ターゲットグループおよび対象地域の妥当性 

（1）ターゲットグループのニーズとの整合性 

本プロジェクトのターゲットグループは公共事業省水資源総局、空間計画総局、人間居住総

局、ジャカルタ特別州政府、西ジャワ州政府（ボゴール市、デポック県を含む）職員である。

これら職員のうち、公共事業省水資源総局をはじめ、河川や水資源管理にかかる部署に所属す

る職員は、河川整備や排水施設の改良などのいわゆる治水事業を実施してきた経験を有してい

るものの、総合的な治水施策にかかる実務については、ほとんど経験を有していない。一方、

河川や水資源管理にかかる部署に所属する職員以外も、急速な都市化や都市域における浸水被

害の頻発に対し、何らかの対応を高じる必要性は認識しているものの、流域全体で洪水をコン

トロールするための施策やそれを実施するために必要な調整などについて経験はなく、これら

の実施についての知識取得、技術向上の機会を強く求めていた。 

以上のことから、本プロジェクトの支援内容はターゲットグループのニーズに整合している

ものと判断できる。 

（2）対象地の選定 

本プロジェクトの対象地域であるジャカルタ首都圏は、人口約 2,400 万人を有し、都市化が

著しく、河川改修などによる構造物による洪水対策の実施には限界がある地域である。また、

ジャカルタ首都圏を流下する河川流域の開発も進展しており、開発に伴った洪水の流出増も懸

念される地域であり、流域全体で総合的な治水施策を行い、洪水をコントロールするニーズは

極めて高い。 

また、プロジェクトの対象流域であるチリウン川は、ジャカルタ首都圏の中心的な密集市街

地部分の多くを流域に含む河川であり4)この河川流域において総合的な治水施策が実施され

ることは、総合的な治水施策のモデル化においても重要である。さらに、ジャカルタ首都圏に

対し、日本の総合的な治水施策を適用し水害被害を軽減することは、日本の技術を示す上でも

最適である。 

このような事から、ジャカルタ首都圏、特にチリウン川流域をプロジェクト対象地域とする

ことは、妥当な選定と考えられる。 

なお、パイロット地域については、CFMP 作成の過程で洪水被害が大きい地域もしくは関係

者の調整を要する地域等、事例として他地域に普及可能な地域を検討、選定される予定である。 

6-1-4 日本国技術の優位性 

日本は、多くの自然災害に見舞われる災害大国であり、特に風水害に対する対策には長年の経験が

ある。戦後のみをみても、平均で 1,000 人オーダーであった風水害による年間死者数を約 30 年かけ

て 10 人オーダーにまで減少させた実績を持つ。また、経済成長に伴った都市化および流域内の開発

にともなった総合的な治水施策の実施においても、特定都市河川浸水被害対策法（以下「都市河川法」）

の制定を行うなど積極的な取り組みを行っており、それらの取り組みを通して蓄積された技術や知見

を豊富に有している。 
                                                        
4) 公共事業省での聞き取りによれば、チリウン川はジャカルタ首都圏の市街地の約 4 割に影響を与えるとも言われて

いる。 
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これら日本が経験してきた実効性の高い都市部に対する治水施策を実施していくための計画策定

技術、施策のモニタリング・評価手法などを本邦研修等と合わせながら、技術移転できる本プロジェ

クトは「日本国技術の優位性」を活用するものであり、その観点において高い妥当性を有している。 

6-1-5 案件内容の公益性・ODA としての適格性 

本プロジェクトのターゲットは、前述のように、ジャカルタ首都圏で総合的な治水施策を実施する

事に関与する政府職員であり、直接的な裨益者は、これら政府職員となるが、間接的にはプロジェク

ト対象地域内住民の生命の安全、社会経済インフラの保全に貢献するものであり、対象地域の住民に

も多大な便益が与えられることは自明である。以上のことから、本プロジェクトの実施は、地域社会

全体の便益に繋がるものであり、公益性は高く、ODA としての適格性を十分に備えているものと判

断できる。 

6-1-6 他ドナーとの重複・補完関係 

ジャカルタ首都圏においては、世界銀行が市内排水施設の機能回復（排水路の浚渫）プロジェクト

を計画中である。しかしながら、同プロジェクト計画には、本プロジェクトが対象とするチリウン川

および支川は含まれておらず、重複関係にはない。 

また、同じく世銀が、洪水情報システム（Flood Management Information System：FMIS）プロジェ

クトの実施を計画しているが、これは、ジャカルタ首都圏における洪水早期警報の精度向上を目指し

たものであり、本プロジェクトとの直接の関係はないものの、早期警報は、総合的な治水施策をより

有効にするために重要な部分でもあるため、補完関係にあると言える。 

6-2 有効性 

6-2-1 プロジェクト目標および成果との因果関係 

本プロジェクトは、プロジェクト目標「『総合的な治水計画（CFMP）』に基づきプロジェクト対象

地域で総合治水施策が実施される。」の達成に向け、関係機関を整理特定し（成果１および成果４に

関連）、関連機関が合意した CFMP および関係機関のアクションプラン（CFMAP）を策定（成果２）

すること、さらに、CFMP および CFMAP に示された施策等が適切に実施されるためのモニタリング

メカニズム（成果３）と調整メカニズム（成果４）を構築することにより構成されている（図 6-1）。 
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プロジェクト目標

『総合的な治水計画（CFMP）』に基づき

プロジェクト対象地域で総合治水施策
が実施される。

成果１：

総合治水施策実施にあ

たり、関係機関それぞれ

が実施すべき役割が明
確化される。

活動：
１： 関係機関の確認

２： 各機関の役割の決定

成果２：

関係機関のアクションプ
ラン（CFMAP）を含んだ
CFMPが策定され、総合

治水施策の実施が法制
度化にむけて動き出す。

活動：
１： 総合治水実施に関連

する調査の実施。（流
出解析、地盤沈下状
況調査）

２： CFMP案の検討
３： 各機関の実施計画を

取り纏めたアクション
プランの作成(CFMAP)

４： 総合治水施策の実施

を法制度化するため
に必要な支援

成果３：
CFMPに沿った対策実施

の効果モニタリング体制
が整備されモニタリング
が実施される。

活動：
１： モニタリングが調整機

関によって監督される
仕組みの構築

２： モニタリングの結果を
CFMPに反映する仕組
みの構築

３： パイロット地域におけ

る例示を目的とした貯
留施設建設、流出抑
制策の実施

４： ３－３の実施を通じた

モニタリングの方法の
指導

成果３：

総合治水に関連する各
主体（国・自治体・NGO・
住民）間の連携調整が
持続的に行われる体制
が構築される。

活動：
１： プロジェクト地域の総

合治水に係るステー
クホルダーおよびそ
の関係性の整理

２： プロジェクト地域の

『流域フォーラム（仮
称）』の設置・運営要
領の作成

３： プロジェクト地域の

『流域フォーラム（仮
称）』の開催、運営

 
図 6-1 因果関係概念図 

 
これら４つのアプローチによって、総合的な治水施策に関連する各機関の役割分担が明確化され、

必要な計画類の整備がなされる（成果１および２）とともに、かつ整備された計画が確実に実施され

るメカニズムの構築（成果３および４）が期待できる。 

以上のことから、成果を達成することはプロジェクト目標の達成を確約させるものであり、因果関

係の視点からも両者間の構造は論理的に成立しているものと判断できる。 

6-2-2 プロジェクト目標・成果の達成見込み 

本詳細計画策定調査で設定した指標と指標の達成見込みを表 6-1 に整理した。 

表 6-1 プロジェクト目標、成果、指標および成果の達成見込み 

 指  標 成果の達成見込み 

プロジェクト目標 

『総合的な治水計画

（CFMP）』に基づきプ

ロジェクト対象地域で

総合治水施策が実施さ

れる。 

・CFMP が関係機関と合意される

・CFMP に基づき流域貯留建設等

のハード対策、流域内開発規制

策定等のソフト対策がプロジェ

クト地域で実施される。 

・プロジェクト地域における『流

域フォーラム（仮称）』の議論

が CFMP に反映される。 

・モニタリング結果が CFMP に反

映される。 

プロジェクト目標は各成果が達成さ

れることにより達成されることが論

理的に関連づけられており、下記のよ

うに各成果の達成可能性は高いこと

から、プロジェクト目標の達成見込み

も高いと判断できる。 

成果１： 

総合治水施策実施にあ

たり、関係機関それぞ

れが実施すべき役割が

明確化される。 

・関係機関が特定される。 

・関係機関の役割分担が合意され

る。 

既にある程度、総合的な治水施策に関

連する機関が特定されており、ワーク

ショップ形式の議論等を進めること

で、役割分担が合意される可能性は高

い。 
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成果２： 
関係機関のアクション

プラン（CFMAP）を含

んだ CFMP が策定さ

れ、総合治水施策の実

施が法制度化にむけて

動き出す。 

・『CFMP』が作成される。 
・関連機関のアクションプラン

（CFMAP）が作成される。 
・総合治水施策の実施が法制度化

にむけて動き出す。 

詳細計画策定調査においての聞き取

り、カウンターパートミーティングで

の協議を見る限り、各機関とも総合的

な治水施策の有効性を理解しており、

CFMP の策定に意欲的に取り組むと

考えられる。 
一方で、各機関のアクションプランの

策定、法制化にむけた動きついては、

＊＊＊という理由で実施に向けた注

視が必要であろう。 

成果３： 
CFMP に沿った対策実

施の効果モニタリング

体制が整備されモニタ

リングが実施される。 

・モニタリング監督機関が設置さ

れる。 
・モニタリング頻度と内容が決定

される。 
・モニタリングに基づいたフィー

ドバックがなされる。 
・モニタリングマニュアルが作成

される。 

JCC を中心にモニタリング監督機関

が設置されるモニタリングの頻度と

内容が決定される可能性は高い。 
一方で、確実なモニタリングの実施と

モニタリング結果をフィードバック

させることについては、確実な実施が

行われるかどうかの注視が必要であ

る。 

成果４： 
総合治水に関連する各

主体（国・自治体・

NGO・住民）間の連携

調整が持続的に行われ

る体制が構築される。 

・プロジェクト地域において、総

合治水に関連する各主体（国・

自治体・NGO・住民）間の連携

調整が持続的に行われる体制

『流域フォーラム（仮称）』（日

本の流域協議会等のメカニズム

に相当）が設置される。 
・プロジェクト地域における『流

域フォーラム（仮称）』の頻度

と協議内容が決定される。 

既にある TKBSDA-6ci のメカニズム

をある程度活用することで、流域フォ

ーラムの設置は行われる可能性は高

い。 
流域フォーラムでの議論の活性化に

は相当のインプットが必要だと思わ

れるが、日本の流域協議会などの運営

ノウハウを適切に提供する等を行う

ことで、フォーラムの活性化は期待で

きる。 
 

6-2-3 外部条件・前提条件充足の可能性 

PDM 上に記されている外部条件、前提条件および両条件の充足可能性については、下表のとおり

である。 

表 6-2 外部条件および前提条件充足の可能性 

 外部条件 外部条件充足の可能性 

プロジェク

ト目標 
・実施機関の予算が確

保される。 
・急激な自然環境変化

が発生しない 

プロジェクトの実施に際し、公共事業省等が現在支出して

いる経常経費に加えて特別に大きな予算を計上する必要は

無い。また、ジャカルタ首都圏においてプロジェクト期間

中に急激な自然環境の変化が起きることも考えにくく、こ

れらの外部条件は充足される可能性は高い。 

成果 ・技術移転を受けた C/P
が現在の部署に留ま

る 
・実施機関の予算が確

保される。 

本詳細計画策定調査の協議において、プロジェクト期間中

は若手の CP を配置してくれるとの約束も取り付けてあり、

CP が現在の部署にとどまる可能性は高い。しかし、公共事

業省では、人事のローテーションがあり、必ずしも技術移

転を受けた CP が現在の部署に残るとは限らないが、少なく

とも総局内に残ることは多く、そこで知識の共有と再生産

は可能である。また、予算面では前述のように、このプロ

ジェクトに対して新たな多額の予算を用意する必要は無

く、これらの外部条件は充足の可能性は高い。 

活動 ・インドネシア国の洪

水対策、防災政策、

実施機関に大幅な変

更がない 

現在、公共事業省は組織再編の検討を行っている。この組

織再編は遅くとも今年中になされること、洪水対策に関す

る部分については、大幅な変更はないと聞き及んでいるこ

とから、プロジェクトに与える影響は少ないと考えられる。
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6-3 効率性 

6-3-1 人的投入 

本プロジェクトでは多くの機関が関与する活動を行うことから、日本側投入はこれらの活動環境・

内容に効率よく対応しうる人的投入を行なう必要がある。詳細計画調査時点では、以下の専門家を派

遣する予定である。 

 チーフアドバイザー／総合治水／流域組織調整 

 流域整備計画 

 空間計画 

 貯留、浸透施設計画 

 流出解析 

 地盤沈下解析 

 流域組織運営 
 
上記専門家の専門分野は、活動内容および成果を達成するに足るものであると判断され、上記の人

的投入が、計画通りに為されることで、プロジェクトの高い効率性が確保されるものと期待される。

しかしながら現時点においてこれら投入は「想定される」段階にあるに過ぎないため、「高い効率性

を有する」との判断はあくまでも「予想」とする。 

一方、「イ」国政府側の人的投入は、本詳細計画調査時点において個人名こそ特定されていないも

のの、プロジェクトに関わるカウンターパート部署は提示され始めている。公共事業省および DKI

ジャカルタ、西ジャワ州政府における関連技術者は全て含まれる予定であり、プロジェクトの効果的、

効率的な実施に貢献しうる投入が期待できる。 

6-3-2 物的投入 

本プロジェクトにおいては、パソコンやプリンターなどプロジェクト実施に必要な最低限の事務用

機材等を除き資機材の投入はない。 

一方、総合的な治水施策を例示し、その効果をモニタリング・評価する手法に関する技術移転を行

うことを目的に、小規模な流出抑制施設（調整池、地下浸透施設を想定）の建設を既存のため池や校

庭や公園などを利用して行う事を想定している。このような例示活動を行う事で、政府職員等が流出

抑制施設に関する具体的なイメージを持つことができ、総合的な治水施策に関する理解度が高まると

考えられる。したがって、これらの投入によりプロジェクトの効率性が高まることが期待できる。 

6-3-3 その他要因（促進要因） 

（1）「ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化プロジェクト」での経験の活用 

本プロジェクトでは従前の技術協力プロジェクト「ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化プロ

ジェクト」での経験を活用することが期待できる。特に、同プロジェクトで収集したデータ（水

理データ等）や人脈、シミュレーションプログラム、各種マニュアル類の活用は、総合的な治

水施策の策定（成果２）における有益な情報となり、効率的なプロジェクト実施が可能である。

なお、同プロジェクトの支援成果を活かし、水利解析、流出解析はインドネシア側が実施する

ことで合意した。 



 6-7

（2）Executing Agency の設置 

本プロジェクトの関係機関は多岐に亘り、省庁または部局を横断するプロジェクトとなる。

そのため、省庁間、組織間で発生した問題を解決することを目的に、Executing Agency を設置

し、水資源総局長がその任に当たることにしている。このように、特に、省庁間、組織間の調

整を行うポストを設置することで、多機関にわたるプロジェクトの効率的な実施が期待される。 

（3）流域内のステークホルダー調整に関するメカニズム（TKPSDA-6ci）の活用 

公共事業省令により、ジャカルタ首都圏を流下する河川に対して設置が規定されている流域

内のステークホルダー調整に関する調整メカニズム（TKPSDA-6ci）をある程度活用すること

で、流域フォーラムの設置は行われる可能性は高い。 

流域フォーラムでの議論の活性化には相当のインプットが必要だと思われるが、日本の流域

協議会などの運営ノウハウを適切に提供する等を行うことで、フォーラムの活性化は期待でき

る。 

6-4 インパクト 

6-4-1 上位目標達成の見込み 

上位目標： 『法制度化された総合的な治水計画（日本の「流域整備計画」に相当するもの：CFMP）』

に基づき総合治水施策がジャカルタ首都圏で実施される。 

指 標： １ 法制度化された総合的な治水計画に基づいた流域貯留建設等のハード対策、流域内開発

規制策定等のソフト対策が実施される。 

 ２ プロジェクト地域以外の流域で『流域フォーラム（仮称）』が設置・開催される。 

 ３ 『流域フォーラム（仮称）』での会議結果やモニタリング結果が CFMP に反映される。 

 ４ 総合治水施策の実施が法制度化される。 
 

ジャカルタ首都圏では、都市化に伴う洪水被害の拡大の防止について既に幾つかの取り組みが始ま

っている5)。しかしながら、それらの取り組みは個別の取り組みであって、統合的な視点に基づいた

ものでは無い。したがって、本プロジェクトの対象流域において、本プロジェクトの目標を達成する

ことで総合的な治水施策を例示することができれば、本上位目標についても、達成される見込みは高

いと考えられる。 

6-4-2 波及効果 

本プロジェクトの実施によって、下記に挙げる波及効果が生じることが期待される。 

（1）プラス・インパクト 

・ 本プロジェクトで合意された役割分担、モニタリングメカニズム、調整メカニズムは、他の

流域でも適用可能であり、他の流域における総合的な治水施策の実施に波及することが期待

できる。 

・ 本プロジェクトで作成された総合治水計画（CFM）は、地域によってその内容は異なるもの

の、計画の構成は他の流域でも活用可能であり、他の流域での計画策定の見本となる事が期

                                                        
5) 例えば、雨水貯留および浸透に関するもの（公共事業省令を準備中）や、流域内のステークホルダー調整に関する

流域組織調整（TKPSDA-6ci）に関するもの。 
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待できる。 

・ 総合的な洪水対策には土地利用規制や建築規制などが伴うが、これらの規制が都市の適正な

開発、発展の一助となることが期待される。 

・ 災害に対して脆弱な地区には貧困層が居住する傾向があるため、非構造物による洪水対応能

力が向上し洪水被害が軽減されれば、貧困層に対して大きなインパクトを与えることができ

る。 

（2）マイナス・インパクト 

現時点では予期されるマイナスのインパクトは無い。 

6-5 自立発展性 

6-5-1 政策面 

国家中期開発計画（2010-2014）では、災害多発地域における貧困を軽減し、流域全体の空間計画

に基づいた開発と洪水の軽減に加え、防災関連職員や地域住民の能力向上が謳われており、公共事業

省の最新の５ヵ年計画（2010 年～2014 年）においても、洪水への取り組みとして、空間計画との統

合、非構造物的対策、流域管理、コミュニティの参加、人口密集地域に対しての施策の戦略的実施を

あげている。さらに、ジャカルタ特別州が採用している政策を総合的に判断すると、総合的な治水施

策への継続的な取り組みについて、政策的な支援を今後も受けられる可能性は高いと考えられる。 

6-5-2 組織面 

公共事業省の各総局（水資源総局、人間居住総局、空間計画総局）は、これまで多くのプロジェク

トを実施しており、省令などの立案能力も高い。さらに、ジャカルタ特別州も、地方政府としては空

間計画、河川行政において高い行政執行能力を持っている。 

したがって、本プロジェクトにおいて総合的な治水施策に関する各機関、各行政レベルでの役割が

定められれば、その役割を果たしていく組織力および組織的な対応能力はあると考えられ、組織面で

の自立発展性は既にある程度有しているものと判断できる。 

6-5-3 財政面 

本プロジェクトに関係する各機関は、毎年数多くの事業を実施しており、それなりの予算が割り当

てられている。総合的な治水施策の実施では、事業の実施も重要であるが、調整や規制などの占める

割合も大きい。したがって、他の機関との連携・調整の部分では、経常費によってまかなえる部分も

多い。 

このような事から、財政的な自立発展性も一定程度担保されていると判断することは可能と考えら

れる。 

6-5-4 技術面 

技術面での自立発展性を考えるとき、技術者の継続的な確保と研修等による知識の伝達が重要にな

る。公共事業省を始め関係各機関は、継続的に技術者を採用しており、次世代を担う若手も比較的多

い。また、中央政府では、定期的なジョブローテーションも実施している。 
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したがって、本プロジェクトにおいて、OJT および研修などで知識を得た技術者が他の技術者に知

識を伝達し、さらに、それを次世代に伝達していくことで、技術的な自立発展性を支えることが期待

できる。 

6-5-5 社会面 

流域全体での対策を含む総合的な治水施策の実施は、地域住民の生命、社会経済インフラの保全に

直接作用するものであることから、地域社会における受容性は高い。 

さらに、本プロジェクトで設立が予定されている流域フォーラムのような調整・協働のメカニズム

がうまく働いた場合、より社会の受容性は高まると考えられる。 

6-5-6 その他 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標において、総合的な治水施策の法制化の動きを確認するこ

とになっている。よって、プロジェクト目標および上位目標達成に向けた過程で関係省庁の総合的な

治水施策に係る規制、法令（Storm Retention Regulation など）が整備されてくる可能性が高い。総合

的な治水施策に係る規制等が整備されることで、本プロジェクトにより導入される総合的な治水施策

の自立発展性が担保できる可能性は高い。 

6-6 過去の類似案件からの提言 

本プロジェクトと同様の地域、分野を対象とした「ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化プロジェク

ト終了時評価報告書」からは以下の提言がなされている（以下、終了時評価報告書より引用）。 

① プロジェクトは、長期専門家による官側の投入、コンサルタント専門家による民側の投入による

「官民連携」となっていた点が特徴的であり、日本・インドネシア両国のプロジェクト関係者か

らは、政策に強い「官」と技術力を有する「民」が協力し合う体制であったと概ね良好な評価で

あった。しかし PDM での長期専門家とコンサルタント専門家側の業務所掌が不明確な部分が出

てきたためプロジェクト遂行に際し混乱を招いた事例もあり、今後類似の案件に際してはこの点

に注意が必要である。 

② 本プロジェクトでは、実施機関、協力機関という区分けで実施機関が主体となり、多数の協力機

関を巻き込んでいく当初計画であった。多数の CP を調整していくことは実施機関、日本人専門

家共に容易なことではなく、当初巻き込みが十分図れなかった期間があった。またプロジェクト

実施の各段階において各機関の関与の度合いが様々であり、プロジェクト後半時期に関与の度合

いが増す機関（例えば地方政府等）が、プロジェクト前半時期に関与の余地が少ないためプロジ

ェクト参加への意欲を維持することが困難なように見受けられた。多数の CP 機関を抱えるプロ

ジェクトにおいては、実施機関を中心とした先方の調整体制を築いていく必要があるとともに、

CP それぞれが主体的に取り組む事項、期間を明文化し、CP とも共有することが肝要である。 
 
本プロジェクトでは、上記の教訓を踏まえ、政策に強い長期専門家の業務所掌範囲として、CFMP

の立案及び立案に係る関係者の合意形成、法制化に向けた支援等を主とし、技術力のあるコンサルタ

ント専門家には、CFMP 作成に係る技術解析、CFMP 案の作成、モニタリング技術指導を主とする等、

各専門家の業務所掌を明確にするよう留意している。 
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また、多機関を対象としたプロジェクトの実施に当たっては、合同調整委員会（JCC）の設置に加

えて、省庁間、組織間で発生した横断的な問題を解決することを目的に、執行調整機関（Executing 

Agency）を設置することとしている。加えて、CP それぞれが主体的に取り組む事項、期間を明確に

設定明文化し、CP とも共有することよって CP のプロジェクトへの参加主体性を促進できるよう留

意することとする。 

6-7 その他の提言 

本プロジェクトは、洪水被害の軽減を目的とするものであるが、プロジェクトにおける実際の活動

重点は、「治水技術の技術移転」よりも「関係機関の調整や関連機関との合意形成」となることが容

易に想定される。 

詳細計画策定調査時点では、リーダーとなる長期専門家が国土交通省推薦により派遣される想定で

あり、治水技術、治水関連法制度および日本での行政経験を基にした関連機関の調整手法など、日本

の治水にかけてきた経験の技術的な核となり得ることがわかっている。したがって、コンサルタント

による専門家チームの形成に当たっては、治水関連の技術を担保できる前提の下、行政レベルの調整

能力や政策策定、都市計画といった分野の専門家の能力を重視する必要がある。 

具体的には、インドネシアの行政組織やインドネシア人の意志決定プロセス（気質）に通じたファ

シリテーター役となるべき人物、あるいは、都市計画面から流域整備にアプローチできる知識や能力

のある人物などが、治水の専門家と並んで総括を努めることも想定するべきであろう。 









































































 



事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 22 年 7月 20 日 

担当部・課：地球環境部水資源・防災グループ防災第一課 

１．案件名 

 インドネシア国ジャカルタ首都圏総合治水能力強化プロジェクト 

 Project for Capacity Development of Jakarta Comprehensive Flood Management 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、プロジェクト対象地域において『総合的な治水計画（CFMP）』に基

づき、総合治水施策が実施されるようになることを目標としている。その目標を達成す

るための各種活動の成果として、１）CFMP に係る関係機関の役割の明確化、２）関係各

機関のアクションプランを含む『総合的な治水計画（CFMP）』の策定と法制化への動き

の支援、３）CFMP に基づく対策実施の効果モニタリング体制整備、４）総合治水に関連

する関係機関（国・自治体・NGO・住民）間の連携調整が持続的に行われる体制の構築、

を行なう予定である。 

 

（２） 協力期間 

2010 年 10 月～2013 年 10 月（3年間）（予定） 

 

（３） 協力総額（日本側） 

3.4 億円 

 

（４） 協力相手先機関 

責任機関： 

 和）公共事業省水資源総局 

 英）Directorate General of Water Resources, Ministry of Public Works 

実施機関 

 公共事業省：水資源総局、人間居住総局、空間計画総局 

 ジャカルタ特別州政府 

 西ジャワ州政府（ボゴール県、デポック県含む） 

 

（５） 国内協力機関 

国土交通省 

 

（６） 裨益対象者及び規模、等 

・ジャカルタ首都圏で治水関連事業に携わる政府、地方行政機関の職員（公共事業省

水資源総局、人間居住総局、空間計画総局、ジャカルタ特別州政府、西ジャワ州政府

(ボゴール県、デポック県）、約 80 人。 



・プロジェクト対象流域であるチリウン川流域に居住する住民、約 150 万人（注）。 

（注：流域面積 421km2、首都圏の平均人口密度 3,500 人/km2として計算）

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

 インドネシア国（以下「イ」国）ジャカルタ首都圏は 2,400 万人の人口を有する大都

市圏であるにもかかわらず、治水マスタープランに基づく洪水対策施設整備計画が遅れ

ていることや無秩序な開発による流域内の雨水等河川流入量(流出)の増加により洪水

が頻発している。近年では 2002 年、2007 年に大規模な洪水に見舞われており、さらに

今後気候変動に起因する豪雨の増加による洪水被害の拡大が懸念されている。 

 一方、ジャカルタ首都圏では Situ（ため池）の流出抑制施設としての活用が議論され

るなど流域から河川への流出抑制施策への機運が高まっており、我が国の都市河川と同

様の総合治水による流域全体におけるソフト・ハード一体となった取り組みの推進が求

められている。具体的には、「ジャカルタ首都圏流域水害軽減組織強化プロジェクト

（2006～2010 年 JICA 技術協力プロジェクト）」では、治水関係機関の河川維持管理能力

の向上や治水関係データ、住民避難のための情報の収集・分析体制の整備とともに流域

流出対策の現状と課題が提示されたところである。 

 しかしながら、当該プロジェクトの下では、流域流出対策の具体的方策、及び流域整

備と河川整備との連携・分担に係る能力強化は実施しておらず、今後ジャカルタ首都圏

において流出抑制対策を進める上での課題となっている。また、上述の気候変動影響に

よる洪水災害の激甚化も懸念されているため有償資金協力気候変動対策プログラム・ロ

ーンによる支援とも連携を行い気候変動影響を考慮した治水計画を立案していく必要

がある。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

「イ」国政府は、中期国家開発計画 (RPJM:2010-2014)において、11 の優先的に取り組

む課題を設定しており、“Realized Prosperous, Democratic and Justice Indonesia”

という国家ビジョンの下、“Mission 1: Continuing the Development Toward Prosperous 

Indonesia”、“Mission 2: Strengthening the Democratic Pillars”、“Mission 3: 

Strengthening the Equity Dimension in All Sectors”の 3 つの国家ミッションと 11

の優先分野が定められている。本プロジェクトは、Mission 3 と「社会基盤」、「環境と

災害」という優先分野に関連しており、優先課題である「社会基盤」では、空間計画と

整合のとれた開発の必要性や洪水の軽減を明確に示しており、「環境と災害」では、早

期警報といった非構造物的対策や政府やコミュニティにおける防災能力強化に取り組

むこととしている。 

 一方、公共事業省の最新の５ヵ年計画（2010 年～2014 年）では、「インドネシアの繁

栄を支える社会基盤および居住環境の整備（仮訳）」というビジョンの下、水資源総局

では、12 の水資源開発ポリシーを設定している。洪水対策については、第 8 番目と第

10 番目に記述があり、空間計画との統合、非構造物的対策、流域管理、コミュニティの



参加を優先事項としており、洪水防止施策を人口密集地域に戦略的に実施するとしてい

る。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位

置付け） 

 日本の政府開発援助大綱によれば、自然災害は毎年世界各国に様々な形で深刻な被害

を及ぼす地球的規模の問題であり、度重なる被害により人々の生活や経済社会の開発が

阻害される悪循環を断つことは、貧困削減、持続可能な開発を実現する上で最も重要な

前提条件の一つであるとされており、2004 年 12 月に発生したスマトラ島沖大地震及び

インド洋津波災害を契機に 2005 年 1 月に日本政府「防災イニシアティブ」が発表され、

その中で「防災への優先度の向上」と「ソフト面での支援の重要性」が謳われている。

 その後、2005 年 5 月には、日本政府と「イ」国政府との間で「日本・インドネシア防

災に関する共同委員会」が設置され、2006 年 7 月に「日本・インドネシア防災に関する

共同委員会報告書」がまとめられた。同報告書では、洪水・土砂災害等が対応すべき主

要なコンポーネントとして取り上げられている。 

 また我が国の対インドネシア国別援助計画（2004 年 11 月)では、重点分野・重点事項

として「民主的で公正な社会造り」のための支援を掲げ、「基礎的公共サービスの向上」

として、頻発する洪水等の自然災害対策の支援を掲げていることから本プロジェクトと

日本の援助政策との整合性は高い。 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

（プロジェクト目標） 

『総合的な治水計画（CFMP）』に基づきプロジェクト対象地域で総合治水施策が実施され

る。 

（指標） 

・プロジェクト実施期間中に CFMP に基づいた、もしくは CFMP によって位置づけられた

流域内の貯留施設建設等のハード対策、流域内開発規制策定等のソフト対策がプロジ

ェクト対象地域で１箇所以上実施される。 

・パイロット地域における『流域フォーラム（仮称）』の議論が CFMP に反映される。 

・モニタリング結果が CFMP に反映される。 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

（上位目標） 

『法制度化された総合的な治水計画（日本の「流域整備計画」に相当するもの：CFMP）』

に基づき総合治水施策がジャカルタ首都圏で実施される 

（指標） 



・CFMP が法制度化される。 

・法制度化された CFMP に基づいた、もしくは CFMP によって位置づけられた流域内の貯

留施設建設等のハード対策、流域内開発規制策定等のソフト対策が実施される。 

・パイロット地域以外の流域で『流域フォーラム（仮称）』が設置・開催される。 

・『流域フォーラム（仮称）』での会議結果やモニタリング結果が CFMP に反映される。 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

成果１： 

総合治水施策実施にあたり、関係機関それぞれが実施すべき役割が明確化される。 

（活動） 

１－１：総合治水に係る関係機関の確認 

１－２：総合治水に係る各機関の役割の決定 

（指標） 

・関係機関が特定される。 

・関係機関の役割分担が合意される。 

成果２： 

関係機関のアクションプラン（CFMAP）を含んだ CFMP が策定され、総合治水施策の実施

が法制度化にむけて動き出す。 

（活動） 

２－１：総合治水実施に関連する調査の実施。（流出解析、地盤沈下状況調査） 

２－２：CFMP 案の検討 

２－３：各機関の実施計画を取り纏めたアクションプランの作成(CFMAP) 

２－４：総合治水施策の実施を法制度化するために必要な支援 

（指標） 

・CFMP が作成される。 

・関係機関のアクションプラン（CFMAP）が作成される。 

・CFMP を法制度化するための手続きが始まる。 

成果３： 

CFMP に沿った対策実施の効果モニタリング体制が整備される。 

（活動） 

３－１：モニタリングが調整機関によって監督される仕組みの構築 

３－２：モニタリングの結果を CFMP に反映する仕組みの構築 

３－３：パイロット地域における例示を目的とした貯留施設建設、流出抑制策の実施

３－４：３－３の実施を通じたモニタリングの方法の指導 

（指標） 

・モニタリング監督機関が設置される。 

・モニタリング頻度と内容が決定される。 

・モニタリングに基づいた CFMP へのフィードバックがなされる。 



・モニタリングマニュアルが作成される。 

・例示施設、施策がパイロット地域で 1箇所以上実施される。 

成果４： 

総合治水に関連する関係機関（NGO・住民等含む）間の連携調整が持続的に行われる体制

が構築される。 

（活動） 

４－１：パイロット地域の総合治水に係るステークホルダーおよびその関係性の整理

４－２：パイロット地域の『流域フォーラム（仮称）』の設置・運営要領の作成 

４－３：パイロット地域の『流域フォーラム（仮称）』の開催、運営 

（指標） 

・プロジェクト地域において、総合治水に関連する各主体（国・自治体・NGO・住民）

間の連携調整が持続的に行われる体制『流域フォーラム（仮称）』（日本の流域協議会

等のメカニズムに相当）が設置される。 

・プロジェクト地域における『流域フォーラム（仮称）』の開催頻度と協議内容が決定

される。 

 

（３） 投入（インプット） 

① 日本側（総額 3.4 億円） 

・専門家派遣： 

【長期専門家】 

 (1)チーフアドバイザー/総合治水/流域組織調整 

【短期専門家】 

 (2)流域整備計画 

 (3)都市計画 

 (4)貯留、浸透施設計画 

 (5)流出解析/地盤沈下解析 

(6)流域組織運営 

・例示工事の実施（簡易貯留施設、機材等） 

・在外事業強化経費 

・カウンターパート研修 

・流出解析調査、地盤沈下調査 

② インドネシア国側（総額 800 万円） 

・ カウンターパートの配置 

・執務環境（執務室、設備）の整備 

・水利水文、流出解析調査 

・プロジェクト運営管理費の確保 

 

 



（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

 ①成果達成のための外部条件 

・インドネシア国の洪水対策、防災政策、実施機関に大幅な変更がない 

 ②プロジェクト目標達成のための外部条件 

・技術移転を受けた C/P が現在の部署に留まる。 

・実施機関の予算が確保される。 

 ③上位目標達成のための外部条件 

・実施機関の予算が確保される。 

・急激な自然環境変化が発生しない。 

・CFMP が法制度化される。 

（前提条件） 

無し 

 

５．評価 5項目による評価結果 

（１） 妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由から妥当性が高いと判断される。 

① 国家中期開発計画における 3つの国家ミッションのうち“Strengthening the Equity 

Dimension in All Sectors”および 11 の優先分野のうちの「社会基盤」、「環境と災

害」という優先分野に関連し、災害多発地域における貧困を軽減し、流域全体の空

間計画に基づいた開発と洪水の軽減に加え、防災関連職員や地域住民の能力向上に

寄与するものと位置づけられる。 

② 公共事業省の最新の５ヵ年計画（2010 年～2014 年）における 12 の水資源開発ポリ

シーにおいて、空間計画との統合、非構造物的対策、流域管理、コミュニティの参

加を優先事項としており、洪水防止施策を人口密集地域に戦略的に実施するとして

いる。 

③ ジャカルタ特別州政府が現在策定中の「ジャカルタ 2030 年空間計画」でも、洪水対

策の視点から、河川改修のみならず、総合的な治水施策ともいえる調整池の確保や

流出抑制施設の設置推進を計画している。 

④ 2005 年 1 月に発表された日本政府の「防災協力イニシアティブ」において、「防災

への優先度の向上」と「ソフト面での支援の重要性」が謳われている。また、2006

年 7 月に日イ両国政府により発表された「日・インドネシア防災に関する共同委員

会報告書」においても、洪水・土砂災害等が対応すべき主要なコンポーネントとし

て取り上げられている。本プロジェクトは、洪水対策の中でも特に非構造物的対策

（ソフト面の対策）の能力強化を目的とするため、日本の防災協力の方針にも合致

する。 

⑤ また我が国の対インドネシア国別援助計画（2004 年 11 月)では、重点分野・重点事

項として「民主的で公正な社会造り」のための支援を掲げ、「基礎的公共サービスの

向上」として、頻発する洪水等の自然災害対策の支援を掲げている。 



⑥ 本プロジェクトのターゲットグループである公共事業省水資源総局、空間計画総局、

人間居住総局、ジャカルタ特別州政府、西ジャワ州政府（ボゴール市、デポック県

を含む）職員は、急速な都市化や都市域における浸水被害の頻発に対し、何らかの

対応を講じる必要性は認識しているものの、流域全体で洪水をコントロールするた

めの施策やそれを実施するために必要な調整などについて経験はなく、これらの実

施についての知識取得、技術向上の機会を強く求めている。 

⑦ 本プロジェクトの対象地域であるジャカルタ首都圏は、河川改修などによる構造物 

による洪水対策の実施には限界がある地域であり、ジャカルタ首都圏を流下する河

川流域の開発も進展し、開発に伴った洪水の流出増も懸念される地域であり、流域

全体で総合的な治水施策を行い、洪水をコントロールするニーズは極めて高い。さ

らに、プロジェクトの対象流域であるチリウン川は、ジャカルタ首都圏の中心的な

密集市街地部分の多くを流域に含む河川であり、この河川流域において総合的な治

水施策が実施されることは、総合的な治水施策のモデル化においても重要である。

⑧ 日本は、経済成長に伴った都市化および流域内の開発にともなった総合的な治水施

策の実施においても積極的な取り組みを行っており、それらの取り組みを通して蓄

積された技術や知見を豊富に有している。これら日本が経験してきた実効性の高い

都市部に対する治水施策を実施していくための計画策定技術、施策のモニタリン

グ・評価手法などを本邦研修等と合わせながら、技術移転できる本プロジェクトは

「日本国技術の優位性」を活用するものである。 

⑨ 本プロジェクトのターゲットは、前述のように、ジャカルタ首都圏で総合的な治水

施策を実施する事に関与する政府職員であり、直接的な裨益者は、これら政府職員

となるが、間接的にはプロジェクト対象地域内住民の生命の安全、社会経済インフ

ラの保全に貢献するものであり、対象地域の住民にも多大な便益が与えられること

は自明である。以上のことから、本プロジェクトの実施は、地域社会全体の便益に

繋がるものであり、公益性は高い。 

⑩ 流域フォーラムを設置するパイロット地域については、CFMP 作成の過程で洪水被害

が大きい地域もしくは関係者の調整を要する地域等、事例として他地域に普及可能

な地域を検討、選定していく予定。 

 

（２） 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性があると予測される。  

 本プロジェクトは、プロジェクト目標「『総合的な治水計画（CFMP）』に基づきプロジ

ェクト対象地域で総合治水施策が実施される。」の達成に向け、関係機関を整理特定し

（成果１および成果４に関連）、関係機関が合意した CFMP および関係機関のアクション

プラン（CFMAP）を策定（成果２）すること、さらに、CFMP および CFMAP に示された施

策等が適切に実施されるためのモニタリングメカニズム（成果３）と調整メカニズム（成

果４）を構築することにより構成されている。これら４つのアプローチによって、総合

的な治水施策に関連する各機関の役割分担が明確化され、必要な計画類の整備がなされ



るとともに、かつ整備された計画が確実に実施されるメカニズムの構築が期待でき、結

果、プロジェクトで目標とする総合治水施策が実施されるようになる。目標達成には、

実施機関の予算が確保される、急激な自然環境変化が発生しないことが条件となる。 

 

（３） 効率性 

本プロジェクトの効率性は、以下の理由から高くなると見込まれる。 

① 本プロジェクトでは多くの機関が関与する活動を行うが、日本側からは、政策に強

い国土交通省所属の長期専門家と、技術力のある民間のコンサルタント専門家(短

期)の専門家を配置することにより、相互補完的に活動環境・内容に対応したプロジ

ェクトの実施が可能である。 

 ② 省令により設置が規定されている流域内のステークホルダー調整に関する流域組織  

調整のメカニズム(TKPSDA-6ci)をある程度活用し、流域フォーラムの設置を行なう

ことが可能である。流域フォーラムでの議論の活性化には相当のインプットが必要

だと思われるが、日本の流域協議会などの運営ノウハウを適切に提供する等を行う

ことで、フォーラムの活性化は期待できる。 

       ③ 本プロジェクトでは、総合的な治水施策を例示し、その効果をモニタリング・評価  

する手法に関する技術移転を行うことを目的に、小規模な流出抑制施設（調整池、

地下浸透施設を想定）の建設を行う事を想定している。このような例示活動を行う

事で、政府職員等が流出抑制施設に関する具体的なイメージを持つことができ、総

合的な治水施策に関する理解度が高まると考えられる。したがって、これらの投入

によりプロジェクトの効率性が高まることが期待できる。 

④ 本プロジェクトの関係機関は多岐に亘り、省庁または部局を横断するプロジェクト

となる。そのため、省庁間、組織間で発生した問題を解決することを目的に、執行

調整機関(Executing Agency)を設置し、水資源総局長がその任に当たることにして

いる。このように、特に、省庁間、組織間の調整を行うポストを設置することで、

多機関にわたるプロジェクトの効率的な実施が期待される。 

⑤ 本プロジェクトでは従前の技術協力プロジェクト「ジャカルタ首都圏水害軽減組織

強化プロジェクト」での経験を活用することができる。同プロジェクトで、収集し

たデータ(水理データ等）や人脈の活用により、効率的なプロジェクト実施が可能で

ある。なお、同プロジェクトの支援成果を活かし、水利解析、流出解析はインドネ

シア側が実施することで合意した。 

 

（４） インパクト 

本プロジェクトの実施によるインパクトは、下記のように予測される。  

① 公共事業省は法制化の重要性を理解しており、現時点でも総合的な治水施策に関連

する規則を省令と定めて（例えば、雨水貯留および浸透に関するもの（公共事業省

令を準備中）、流域内のステークホルダー調整に関する流域組織調整(TKPSDA-6ci)

に関するもの）いることから、総合的な治水施策が法制化に向けた動きとなること



に期待は高い。 

    ②  ジャカルタ首都圏では、都市化に伴う洪水被害の拡大の防止について既に幾つかの

取り組みが始まっているものの、それらの取り組みは個別の取り組みであり、統合

的な視点に基づくものでは無い。したがって、本プロジェクトの対象流域において、

本プロジェクトの目標を達成することつまり、「総合的な治水施策を例示すること

ができれば、上位目標である「『法制度化された総合的な治水計画（日本の「流域

整備計画」に相当するもの：CFMP）』に基づき総合治水施策がジャカルタ首都圏で

実施される」についても、達成される見込みは高いと考えられる。 

その他の波及効果として、以下が考えられる。 

③ 本プロジェクトで合意された役割分担、モニタリングメカニズム、調整メカニズム

は、他の流域でも適用可能であり、他の流域における総合的な治水施策の実施に波

及することが期待できる。 

④ 本プロジェクトで作成された総合治水計画（CFM）は、地域によってその内容は異な

るものの、計画の構成は他の流域でも活用可能であり、他の流域での計画策定の見

本となる事が期待できる。 

    ⑤ 総合的な洪水対策には土地利用規制や建築規制などが伴うが、これらの規制が都市  

の適正な開発、発展の一助となることが期待される。 

⑥ 災害に対して脆弱な地区には貧困層が居住する傾向があるため、非構造物による洪

水対応能力が向上し洪水被害が軽減されれば、貧困層に対して大きなインパクトを

与えることができる。 

なお、現時点では予期されるマイナスのインパクトは無い。 

 

（５） 自立発展性 

以下の観点から、自立発展性は確保されると期待できる。 

① 「イ」国「中期国家開発計画 2010-2014」、公共事業省の５カ年計画（2010-2014）、

ジャカルタ特別州が採用している政策を総合的に判断すると、総合的な治水施策へ

の継続的な取り組みについて、政策的な支援を今後も受けられる可能性は高いと考

えられる。 

② 本プロジェクトのターゲットである公共事業省の各総局は、プロジェクトの実施能

力、省令などの立案を日常的に行なっており立案手続きには精通している。さらに、

ジャカルタ特別州も、地方政府としては空間計画、河川行政において行政執行権限

を有している。したがって、本プロジェクトにおいて総合的な治水施策に関する各

機関、各行政レベルでの役割が定められれば、その役割を果たしていく能力はある

と考えられ、組織面での自立発展性は既にある程度有しているものと判断できる。

③ 本プロジェクトに関係する各機関は、毎年数多くの事業を実施しており、それなり

の予算が割り当てられている。総合的な治水施策の実施では、事業の実施も重要で

あるが、調整や規制などの占める割合も大きい。したがって、他の機関との連携・

調整の部分では、経常費によってまかなえる部分も多い。 



④ 技術面での自立発展性を考えるとき、技術者の継続的な確保と研修等による知識の

伝達が重要になる。公共事業省を始め関係各機関は、継続的に技術者を採用してお

り、次世代を担う若手も比較的多い。また、中央政府では、定期的なジョブローテ

ーションも実施している。したがって、本プロジェクトにおいて、OJT および研修

などで知識を得た技術者が他の技術者に知識を伝達し、さらに、それを次世代に伝

達していくことで、技術的な自立発展性を支えることが期待できる。 

⑤ 本プロジェクトでは、プロジェクト目標において、総合的な治水施策の法制化の動

きを確認することになっている。よって、プロジェクト目標および上位目標達成に

向けた過程で関係省庁の総合的な治水施策に係る規制、法令（Storm Retention 

Regulation など）が整備されてくる可能性が高い。総合的な治水施策に係る規制等

が整備されることで、本プロジェクトにより導入される総合的な治水施策の自立発

展性が担保できる可能性は高い。 

⑥ 流域全体での対策を含む総合的な治水施策の実施は、地域住民の生命、社会経済イ

ンフラの保全に直接作用するものであることから、地域社会における受容性は高い。

さらに、本プロジェクトで設立が予定されている流域フォーラムのような調整・協

働のメカニズムがうまく働いた場合、より社会の受容性は高まると考えられる。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

現時点では予期されるマイナスのインパクトは無い。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 本プロジェクトと同様の地域、分野を対象とした「ジャカルタ首都圏水害軽減組織強化

プロジェクト終了時評価報告書」からの教訓を以下の通り活用する方針である。 

① PDM での長期専門家とコンサルタント専門家側の業務所掌が不明確な部分が出てきた

ため長期専門家とコンサルタント専門家の能力、連携が十分に発揮されていなかった

時期があった。当プロジェクトにおいては、政策に強い長期専門家の業務所掌範囲と

して、CFMP の立案及び立案に係る関係者の合意形成、法制化に向けた支援等を主とし、

技術力のあるコンサルタント専門家には、CFMP 作成に係る技術解析、CFMP 案の作成、

モニタリング技術指導を主とする等、業務所掌を明確にするよう留意している。 

② プロジェクトでは、実施機関、協力機関という区分けで実施機関が主体となり、多数

の協力機関を巻き込んでいく当初計画であった。多数の CP を調整していくことは実施

機関、日本人専門家共に容易なことではなく、当初巻き込みが十分図れなかった時期

があった。またプロジェクト実施の各段階において各機関の関与の度合いが様々であ

り、プロジェクト後半時期に関与の度合いが増す機関（例えば地方政府等）が、プロ

ジェクト前半時期に関与の余地が少ないためプロジェクト参加への意欲を維持するこ

とが困難なように見受けられた。 

上記教訓の活用にあたり、多数の関係機関を含む当プロジェクトでは、実施機関間  

の調整機関である合同調整委員会(JCC)の設置に加えて、省庁間、組織間で発生した横



断的な問題を解決することを目的に、執行調整機関(Executing Agency)を設置するこ

ととしている。加えて、合同調整委員会開催時もしくはプロジェクト期間中の適切な

タイミングで CP それぞれが主体的に取り組む事項、期間を明確に設定し、CP とも共有

することよってCPのプロジェクトへの参加主体性を促進できるよう留意することとす

る。 

 

８．今後の評価計画 

中間評価： プロジェクト開始後 1年 6ヵ月（2011 年 4 月頃）を目処に実施 

終了時評価： プロジェクト終了の約 6ヵ月前（2013 年 4 月頃）を目処に実施 

事後評価： プロジェクト終了後 3年（2016 年 10 月頃）を目処に実施 

 
 



 



ALOSによる地盤沈下解析結果

解析結果(データ解析年2007年～2008年）

年間20cm程度の沈下量

年間10cm程度の沈下
量

解析精度：50mメッシュ、4cm単位の高低差変化を測定

年間10cm程度の沈下量

年間2～6cm程度の沈下量

出典：JAXA

添付資料 4

年間10cm程度の沈下
量

年間10cm程度の沈下
量

年間10cm程度の沈下量

年間2～6cm程度の沈下量

解析精度：50mメッシュ、4cm単位の高低差変化を測定

出典：JAXA

ALOSによる地盤沈下解析結果

解析結果(データ解析年2008年～2009年）



年間2～6cm程度の沈下量

年間10cm程度の沈下量

年間2～6cm程度の沈下量

解析精度：50mメッシュ、4cm単位の高低差変化を測定

出典：JAXA

ALOSによる地盤沈下解析結果

解析結果(データ解析年2009年～2010年）

(参考)ジャカルタ首都圏5年間の沈下量
(2002年～2007年ベンチマーク測量ベース）

5年間で20cm以上の沈下が観測される地点



都市内洪水対策における地盤沈下の影響

チリウン川最下流部

最下流部の影響：
・地表面の沈下により海水面と

の差異を利用した重力排水が
不可能に。
→既に海への排水ゲートは、ほとん

どが常時閉鎖された状態。

・海水の逆流入

・高潮時の越堤、破堤防(防潮堤）リス
クの増加(プルイット排水機場付近に
おいては、地表面と海水面の差が約3m 
～4m)

チリウン川最下流部
チリウン川流域での洪水対策において
地盤沈下の影響があると予想される地域

下流部の影響：
・水理計算への影響

・流域内対策への長期的地盤沈
下予測を反映する必要性

・構造物対策効果の減少(ポンプ
場の能力低下等）

・海水の逆流入による浸水

出典：JAXA
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